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      １．市長の政治姿勢について 
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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（君島一郎君） おはようございます。 

  散会前に引き続き本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は28名であります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（君島一郎君） 本日の議事日程は、お手元

に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議会運営委員長報告、質疑 

○議長（君島一郎君） ここで、過日議会運営委員

会を開催しておりますので、議案質疑の取り扱い

について議会運営委員長の報告を求めます。 

  議会運営委員長、14番、中村芳隆君。 

〔議会運営委員長 中村芳隆君登壇〕 

○議会運営委員長（中村芳隆君） 皆さん、おはよ

うございます。 

  これより議会運営委員会の報告を申し上げます。 

  今定例会における議案質疑の取り扱いについて、

平成25年３月７日午後３時20分より、第４委員会

室において、委員全員出席のもと、議会運営委員

会を開催いたしました。 

  那須塩原市議会では、提出された議案に対し、

質疑を行っておりますが、本市議会誕生より、３

月議会においては、予算質疑とあわせて議案でな

い市政運営方針も質疑に含めてまいりました。 

  このたび、質疑の一問一答制の実施と関連して、

議案でない市政運営方針に対する質疑を認めるか

どうかについて疑義が生じましたが、本定例会に

おきましては、さきの例を踏襲し、市政運営方針

も質疑の対象とすることとなりました。 

  以上が議会運営委員会における協議の結果であ

ります。 

  議員各位におかれましては、円滑な議会運営に

ご協力を賜りますようお願いを申し上げまして報

告といたします。 

○議長（君島一郎君） 報告が終わりました。 

  ただいまの報告について質疑を許します。 

  質疑ございませんか。 

〔「なし」と言う人あり〕 

○議長（君島一郎君） 質疑がないようですので、

質疑を終了することで異議ございませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（君島一郎君） 異議なしと認めます。 

  本定例会の議案に対する質疑の取り扱いについ

ては、議会運営委員長報告のとおりとすることで

異議ございませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（君島一郎君） 異議なしと認めます。 

  よって、本定例会の議案に対する議案質疑の取

り扱いについては、議会運営委員長報告のとおり

といたします。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（君島一郎君） 次に、日程第１、市政一般

質問を行います。 

  発言通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 髙 久 好 一 君 

○議長（君島一郎君） 初めに、10番、髙久好一君。 
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○１０番（髙久好一君） 皆さん、おはようござい

ます。 

  10番、髙久好一です。 

  一般質問を始めます。 

  １です。市長の政治姿勢についてです。 

  市政運営方針が発表され、公約の着実な実現と

市民が生まれてよかって、住んでよかったと実感

できる市政を挙げています。変革を掲げる市長の

考えを求めるものです。 

  ①です。市の財政状況と課題をどのように考え

ているか。 

  ②です。喫緊の課題である放射能除染対策で除

染同意率が４割と報道されているが、効果的な除

染とするための対策はありますか。 

  ③です。継続的な健康検査が切望される中、平

田村への検査の進捗を伺います。また、母乳及び

尿の放射能検査に市民が利用しやすいよう工夫さ

れているか伺うものです。 

  ④です。市の基幹産業の行方に大きくかかわる

ＴＰＰ問題や産業廃棄物問題に全く言及されてい

ないのはどうしてでしょうか。 

  ⑤です。デマンド交通導入に合わせ、高齢者タ

クシー料金補助事業を廃止することはやめ、さら

に拡充すべきではないか。 

  以上、５点について答弁を求めるものです。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 髙久好一議員の質問に順

次お答えしてまいります。 

  まず、市の財政状況と課題をどう捉えているか

という最初の質問からお答えいたします。 

  本市の財政状況については、東日本大震災以降、

喫緊の課題である災害復旧事業や放射能対策事業

に加え、数々の政策的事業を実現するための予算

確保において、非常に厳しい状況を経験してまい

りました。その間、数多くの善意による寄附金や

支援金を初め、国、県からの補助金の確保、また

財政調整基金の取り崩しなどにより対応すること

が今日までできました。 

  現在は市税等、自主財源の確保や国県補助金の

活用など、財源確保に努めるとともに、事業の選

択と集中により、効果的、効率的執行や行財政改

革を基本とした経費の節減、市債発行を抑えなが

ら市債残高を減らすなど、歳出の計画的で適切な

執行に努めております。加えて、臨時的な財源と

しての財政調整基金や減債基金の確保にも努めて

おります。 

  また、課題としては、マスコミ等で経済状況が

緩やかな回復方向にあるとの見通しも出ていると

ころですが、中長期的な景気動向は不透明であり、

少子高齢化など、納税人口が減少することによる

市税収入の減少や保健、福祉、医療など、社会保

障費の増加、さらには合併による地方交付税の優

遇措置の提言など、多くの課題も残された状況で

ございます。 

  このような現状、課題を踏まえ、さらなる市債

残高の抑制、市税を初めとする自主財源の確保及

び経費の無駄ゼロに努めるとともに、全職員がこ

れまで以上に危機感を持って行財政改革に取り組

み、最少の経費で最大の効果を発揮できるよう、

特に持続可能な財政基盤の確立と健全財政の運営

に今後とも全力を傾けていきたいと決意をしてお

ります。 

  こういうふうに今お話しした内容、わかりやす

いところと、わかりづらいところあると思います

が、一番私が気にしているのは、新聞報道にもあ

ったように「入るをはかって、出るをなす」と、

こういう言葉を基本戦略に据えて、これは私だけ

の思いではなくて職員も共通の課題として取り組
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んでまいりました。一番いい、これはじゃ、市の

財政がどうなっているかを一番よく端的に比較す

るためには、全国に類似市42現在ございます。こ

ういう中で、この那須塩原の財政がどこがよくて、

どこがちょっと劣っているかと、こういうような

ことを常に把握しながら、現在やらせていただい

ておりますが、特にすばらしい、すばらしいとい

うか一番が最もすばらしいんですが、市の財政力

0.812から３、これは全国の類似市では42の中で

10番目、あるいはもっとこれを自慢する必要もご

ざいませんが、将来の負担比率、財政の、これが

ゼロ、こういう市はもうめったにございません。

現在、類似市の中では三田市、兵庫、あるいは滋

賀県の長浜、この３市が将来の負担比率ゼロとい

うことで、これらについては大変きちっと頭の中

に入れながらやっていける数字の一つだと思って

います。 

  次に、②の効果的な除染とするための対策はあ

るかについてですが、より多くの市民の皆様のご

理解を得て、面的に除染を行うことが重要である

と考えております。そのようなことから、放射能

除染対策について説明会を行うなどして、情報の

提供に努めるとともに、多くの方から同意がいた

だけるよう、今後とも努めてまいります。 

  続きまして、③についてですが、ホールボディ

カウンター検査の進捗状況につきましては、３月

５日の柔仁会、中村芳隆議員の会派代表質問にお

答えした内容でございます。 

  次に、母乳及び尿の放射性物質検査が市民に利

用しやすいよう工夫されているか、こういう点に

ついてもお答えいたしますが、検査は現在、検査

容器を保健センターに取りに来ていただいた上で

母乳または尿をとり、検査機関へ持ち込むことで

検査が受けられる、そういうシステムをとってお

ります。この際、検査費用は検査機関に助成金の

代理受領を委任する方式をとり、検査料金から助

成金の額を差し引いた額を支払うことで済むよう

に利便性の向上を図らせていただいています。 

  次に、ＴＰＰ問題、あるいは産業廃棄物問題に

ついて、市政方針で触れてないが、これはどうい

うことかという内容でした。 

  特にＴＰＰ問題については、過般の議会で、い

つだったかあれですけれども、この問題について

は政府の専権事項として外交防衛に似たような性

格を非常に持っていて、この触れ方が非常に難し

い。ただ、そういうようなこともありまして、民

主党政権、あるいは自民党政権下においても条件

はついておりますが、参加に賛成をすると、こう

いう方向で来週にも総理大臣からＴＰＰ参加の表

明がなされると、こういう状況の中ですので、あ

えてこういう問題を私は市政方針の中には盛り込

むことはいたしませんでした。 

  また、産廃問題につきましても、これらについ

ては、これまでの議会答弁でも産廃行政が後退す

ることはありませんよと、こういう形の中で産廃

の協議会等についての補助金、あるいはさまざま

な市を挙げてのご協力、こういうものについては

今までどおりの方法をとらせていただいてまいり

ました。この基本方針に、そういう意味で変わり

はございません。 

  また、今後とも今まで那須塩原市が行ってきた

ように、県の指導要綱の改正の要望を、これはも

う20年から続けているんですけれども、一向にな

かなか改まらない。これは那須塩原と栃木県だけ

の問題ではないと、全国に網羅された問題であっ

て非常に難航はしておりますが、ことしも着実に

県に対して住民、市民サイドに立った要望活動は

行ってまいります。 

  また、⑤のデマンド交通の導入についてでござ

いますが、高齢者の外出支援タクシー料金助成事
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業を廃止することはやめて拡充すべきではないか

との質問にお答えいたします。 

  この内容については、私のほうからは３月５日

の公明クラブ、吉成伸一議員、致知の会、磯飛清

議員の会派代表質問にお答えしたとおりでござい

ますが、これについては副市長からもぜひ内容の

検討を市を挙げて進めてきた状況もございますの

で、その辺は答弁の中で副市長からお答えさせて

いただきます。 

  以上で第１回の私の答弁にかえたいと思ってい

ます。 

○議長（君島一郎君） 副市長。 

○副市長（渡邉泰之君） ただいま市長からお話が

ありました、タクシー券の関係でございますけれ

ども、私からも１点、本市の姿勢ということで補

足で述べさせていただきたいと思います。 

  ご存じのとおり、少子高齢化というのが今後、

急速な勢いでふえていくと、進んでいくという中

で、本市においても高齢者の数というのは飛躍的

に増加していくと、これは疑う余地のない事実で

ございます。当然でございますけれども、単純に

このタクシー券、高齢者の数がふえれば、倍にな

れば当然額も倍になっていくということでござい

ます。この問題に限らずではあるんですけれども、

財源が確保できなくなれば、結果的には社会福祉

政策も十分に行えないということになってまいり

ます。 

  厚生労働省のほうのデータですと、以前もお伝

えしたかもしれませんが、医療費、例えば75歳以

上の方にかかる費用というのは75歳未満の方の５

倍かかると言われております。団塊の世代の方々

が60過ぎて、これまで税収を、税金を納めていた

だいていた方が収入の糧がなくなりまして、今度

は年金生活となる中で、先ほど市長から話もあり

ましたが、将来の負担比率、これは那須塩原市は

ゼロということで非常に健全な財政状況、今の状

況ではあるわけですけれども、今後のことを考え

ますと、那須塩原市であってもこれは決して安心

できるような状況ではありません。基金もあっと

いう間に底をつくということは容易に想像できる

ところです。 

  それで私は、よくあちこちの市内のほうの団体

等に呼ばれて行っているんですけれども、これは

ない袖は振れないということでございまして、い

ざ、財政が底をついてから福祉政策何とかしてく

れと言っても、これはどうしようもないわけでご

ざいまして、我々としては将来そういった危機的

な状況が来ることを前提に、まず、できることと

いうのは経済の活性化であったり生産年齢人口の

増加、そういうような政策をいろいろと打ってい

きまして、まずは税収を間接的にふやしていくと、

そういったことに市のほうとしては全力で取り組

ませていただきまして、それによって高齢者向け

の福祉政策をきちんと維持、本当に必要最小限の

部分は必ず維持できるように、そういうような形

で長期的にやっていきたいというふうに考えてお

ります。 

  そういった一連の本市の考えの中から今回の高

齢者外出支援タクシー料金助成、タクシー券の制

度ですね、についてはデマンドタクシーの導入を

契機として廃止の方向でというふうに考えていま

す。これについては、市のほうとしても非常に心

苦しい気持ちは正直ございますし、なるべくこれ

まで利用されてきた方の利便性を損なわないよう

に、さまざまな政策はとっていきたいと思います

けれども、そういった長期的な視野に立ちまして、

まさに福祉政策をきちんと維持するために、そこ

ら辺のところは政策についての見直しを行ってい

るということをぜひご理解いただければと思いま

す。 
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  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 答弁をいただきました。 

  順次、再質問をしていきたいと思います。 

  市の財政状況というところからやっていきたい

と思います。長期的な展望を見据えながら、的確

な財政運営をやっていきたいという趣旨だったと

思います。 

  そこで伺っていきます。 

  市民によく聞かれる市債の残高の話です。佐野

市の借金に当たる市債は、本年度見込みから14億

円ふえて419億となる見込み、日光の市債残高は

５年連続の増で529億8,000万が見込まれています。

矢板市は12年度比10.8％増の起債をしています。

鹿沼市は0.3％増の約31億9,000万円を起債してい

ます。那須塩原市の起債の発行額は、今年度です

ね、35億7,690万円を計上し、累計残額は371億円

となる見通しと、こういう報道がされています。

そういう中で、市債の残高について聞いていきま

す。 

  市債について、他市と比較して財政健全度を向

上させるため、どのような分析をしているのか、

本年度の累積市債の返済計画があったら示してい

ただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 市債の残高でございま

すけれども、過日、25年度の当初予算の編成のポ

イントでもお示しをしたところでございますけれ

ども、単純に合併当初408億円の市債の残高とい

うことでございましたけれども、23年度末では

384億円ということで減少をしております。 

  なお、24年度の見込みでありますけれども、

383億5,000万円ほどの市債の残高の見込みという

ような形でしております。 

  市債につきましては、基本的に以前に借りたも

のというのは当然利率が高いという状況もござい

ます。そういったことで財政に余裕のあるときに

なるべく早目に、そういう高い利率のものは返済

を行うというようなこともあわせて実行をしてお

ります。市債の残高については着実に減ってきて

いるという状況でございます。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 先ほどの答弁にもありま

した。市長の答弁の中にもありました、那須塩原

市の財政で誇れるところというところでありまし

た。財政指数が10と、さらに将来負担比率ゼロと、

非常に結構なことです。 

  市長はずっと那須塩原市の財政は大変なんだと

いうことを言われてきました。そして今、発言が

急に変わってきました。私、今議会、初めてこう

いう発言を聞いたんですが、那須塩原市は決して

県なんかよりも健全で、那須塩原市はそんなに将

来暗くないよと、いつからこういう評価に転換し

たのでしょうか、ここのところを聞かせていただ

きたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） これについては、経常収

支比率、こういう今、私が先ほど発言したような

内容は、新聞で記事になったことございません。

経常収支比率、これだけが一覧表で新聞出てくる

んですよ、毎年。この数値が93.9と現在、そうい

う形になっておりまして、これは類似市で比較い

たしましても、ちょっと資料を置いてきちゃった

んですけれども、多分36番、７番、８番ぐらい、

42の中で、そういうところが是正していけばすば

らしいものになると。私がもともと感じていたの

は、この経常収支比率、これを下げるのには、い

ろいろの方法がございますが、これとて１つやれ
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ば、必ずここが財政が強力になると、こういうも

のではなくて、やはり全体として、一番基本にな

るのは市債の残高をできるだけ抑えながら、いわ

ゆる将来の負担比率をゼロのまま維持できると、

こういう方向に持っていくのがいいだろうと。私

がこれ、突然書いたということではありません。

こういう厳しい状況の中ですので、過去１年をか

けて、吉成伸一議員、公明クラブにお答えしたよ

うな非常に何というか、お金が浮かしてきたと、

こういうことも相まって、途中から私は今の余り

経常収支比率にこだわらなくなったと理解をして

いただければありがたい。 

○議長（君島一郎君） 副市長。 

○副市長（渡邉泰之君） すみません、市長から今

あった答弁に若干補足ではありますが、先ほど私

が申し上げたように、確かに今現在は那須塩原市、

非常に財政的には比較すると近隣の他市町に比べ

てもいい状況であるということは、それは間違い

ない話でございまして、他の地域に比べれば人口

の減少比率、高齢化の将来の予測も低いというこ

とは、これも事実でございますけれども、ただ、

その那須塩原市であっても、これは将来的には夕

張のようになってしまう可能性は非常に私は高い

と思っております。それは、みんなで渡れば怖く

ないではないですけれども、ほかがもっとひどい

から大丈夫という話ではなくて、那須塩原市であ

っても、ある意味、日本全体が今、非常にあと10

年後、20年後にはどうしようもない状況になると

いうことは、数字を冷静に見れば、これはあらが

いのない事実でありまして、そのためにはまだ財

政的に健全であるところの我々が一つ見せていく

と、この那須塩原市であっても、これは危機的な

危機意識を持って取り組んでいるんだということ

がわかれば、近隣の市や町も、我々ももっと真剣

にやらなきゃいけないという気になってもらえる

と思います。そこは、そういう意味で例えがこれ

は適切かどうかわからないですけれども、これか

ら冬の時代に行くに当たって、我々はきちんと蓄

えるものを今、蓄えておかないと、冬になってか

らどうこうしようとしても、これはどうしようも

ないということで、今、財政的に余裕がある中で、

さらにもう少しふやしていって将来への投資をき

ちんとしていくと、これが本市の姿勢でございま

すので、ぜひともご理解をいただければと思いま

す。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 今まで市長が述べてきた

財政の見方と余りにも違うんで、ちょっと私も戸

惑っています。健全ということに関して我々は非

常に、これは歓迎すべきことです。しかし、この

財政がよくなってきたというのは、やはり市職員

や市民が努力して税収に関しても頑張ってきたと

いうことのあらわれだと思います。合併して５年

間は税収が栃木県で収納率が最悪というような報

道が絶えずされてきました。ここに来て、その努

力が実ってきたと。これは市民と一緒に努力して

きた、そのたまものだと私は思っています。だか

らこそ、これからもしっかり市民と一緒にやって、

こういった方向で努力を重ねていかなければいけ

ないということだと思います。 

  続きまして、２番のほうに入っていきたいと思

います。 

  放射能の除染対策です。同意率が４割というこ

とです。その効果的な除染を進めるためにどうす

るかということで、私のほうも情報を集めてまい

りました。同意書の回収、少ない中だが分析はま

だ行っていないという総務部長の答弁もありまし

た。除染するまでに３回訪問する必要があり、訪

問や人員に要するというとがわかったと。測定除

染について市民がどう受けとめているか、つかん
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でいますか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 詳細の分析等も含めて、

これからという状況でございます。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） これからという答弁でし

た。 

  私が地域を歩いていて出くわした代表的な話で

す。８人の作業員、仕事の丁寧な図面画き、ほと

んど素人と思われる測定助手、２時間ほど要し、

立ち会った住民が測定値を聞いても「ぎりぎりで

すね」と言って教えてくれず、書類もなかった。

立ち会う意味がないと、改善を要望されました。

一方、５人の作業員、なれていて１時間ぐらいで

終わり、測定もわかりやすく教えてくれた。測定

のグループによる熟練度の差が見受けられる。除

染を希望する市民への現場での説明など、どう対

応するのか考えを聞かせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 今、議員からご指摘の

ありました場所によって、そういった若干の対応

の違いがあるということについては、当然改めて

いかなければならないというふうに思っておりま

す。当然個人のお宅にお邪魔するということでご

ざいますので、立ち会いはぜひお願いをしたいと

いうのが、まず第一原則でございます。そういっ

た中で、差がないように、これからよく業者等に

も指導してまいりたいというように考えておりま

す。 

○議長（君島一郎君） 市長。 

○市長（阿久津憲二君） 私も実は、夜になると電

話をいただいております。３日前ですけれども、

広島の原爆手帳を持っている76歳の方から除染の

方法について、こうやればいい、ああやればいい

と、事細かに注意をいただきました。 

  ただ、この除染については議員ご承知のように、

環境省のメニューに沿ってやらないと国の交付金、

補助金がおりてこないと、こういう壁が、ハード

ルがありまして、とってもいい提案なんですけれ

ども、それをまた数値化して、現場できちっとや

っていくというのには、とてもとてもこれは難し

いのかなと、そういうことも感じましたが、平成

24年度、栃木県で最大だと思います。本市が要望

した除染についても予算取りもできたことであり

ますし、25年度についてもできるだけ、その方も

お年寄り夫婦なんで要望しないと言うんですよ。

もういいと、だけれども、広島で物すごい苦労し

たと、300人いた同級生、76ですけれども、100人

亡くなりましたと、こういうようなお話を含めて、

電話だったんですけれども、私、知っている人な

んで、夜遅くなりましたんでお話し伺っていまし

たけれども、そういう思いも総務の担当のほうに

伝えながら、できるだけ市民の納得のいく方向で

今後進めていければなと、それで予算づけがなく

ともソフトの面で解決できる、意外とそういう電

話が多いんですよ、運用の面で、でも、この非常

に難しいのは、除染って誰もやったことないんで

すよ、作業員も、企業も、始まったばっかり。こ

ういうことで若干のやはり不満が発生するのは、

これはいたし方ないなと。でも、その不満を乗り

越えてやっていくと、こういうことをしないと除

染は進まないと、かたい決意を持って徹底してや

ると、こういう決意で現在も進んでおります。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） ぜひかたい決意を持ち続

けて、市民のためにしっかり頑張っていただきた

いと思います。 

  除染を行ったお孫さんのいる家庭では、庭の表
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土をはぎ、砂利も敷かれ、作業する４人、それを

監督する建設会社の２人、見守るおばあちゃん。

おばあちゃんの話では「下請が地元の人なのでよ

かった。安心してお願いできる」「砂利は自分持

ちだからと言う人がいるが、どうでした」と聞い

たところ、「もともと敷いてあったので、お金は

かからない」と、「除染してよかった」と、こう

言っていました。市民が安心して除染を実施する

ために多額の予算を使う事業で、地域復興は地元

の下請業者がどのくらい参入できるかが大きく影

響します。市は、東洋建設には極力地元の下請を

使ってほしいと要望しているが、東洋建設次第、

こう話していました。 

  測定や除染で市内の下請事業者の参入状況は把

握していますか、聞かせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 基本的にマネジメント

につきましては、いわゆる東洋建設からパスコと

いう会社がマネジメント業務を請け負っておりま

す。そのほか一般の除染でございますけれども、

11社の下請という状況でございます。そのうち地

元の業者でありますけれども、現在のところ５社

という状況であります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 私のほうは地元の業者と

いうことで、ちょっとセンターのほうに問い合わ

せてみました。地元というのは県内が７割と、う

ち市内の業者が今の言う11社でよろしいんでしょ

うか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） ただいま申し上げまし

たのは、全体で11社の下請ということで、そのう

ち地元、市内でありますけれども、それが５社と

いう状況でございます。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） わかりました。地元が７

割、これは栃木県内の７割だと、そのうちの11社

のうちの５社が市内と、他府県が３割、こんなふ

うに聞いております。多くの地元事業者が参入で

きて、市民が安心して除染ができるよう、対策を

求めるものです。 

  ③に入っていきます。継続的な健康検査という

ことで質問しました。 

  既に会派質問の中で答えが出ています。ホール

ボディカウンターによる被曝検査状況、平田村で

413人、これは１月末現在、那須町で191人、合わ

せて604人、那須町の占める割合31.6％になって

います。３月末までの検査のためのバス予約は、

ほぼ満席、300人程度になっており、これが受け

たとしても900人程度と、こういう状況です。 

  そこで伺っていきたいと思います。 

  被曝検査の約３割が那須町で行っているという

実績から、平田村まで行くと相当負担があるとい

うことが考えられないでしょうか。継続的な検査

と正確さが求められる中、遠くまで検査を受ける

ことが難しくなっている、そう思いますが、市は

どう考えているのか対策もあわせて聞かせてくだ

さい。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） ホールボディカウ

ンターの放射性物質検査のことに関しまして、平

田村と那須町ということで、那須町にも３割程度

行かれているということで、平田村について何か

問題がないかということかなというふうに思って

おりますけれども、１つには、距離の問題は当然

ございますけれども、那須町につきましては、あ
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くまでも簡易検査ですよと、それから、平田村に

つきましては精密な検査ということで、それはど

ちらを希望するかはその市民のお考えで、両方選

択できるというふうな体制、これについては那須

町だけにしちゃいますと、その精密な検査を受け

たいという方についてはお応えできないというこ

ともございますので、そういう意味では平田村は

必要かなというふうに思っております。 

  それと、先日の会派代表の中で申し上げました

けれども、今現在は18歳までのお子さんについて

は無料ですけれども、大人の方につきましては一

応6,000円で、助成金が3,000円ということで、一

旦6,000円は向こうで支払いいただかなければな

らないということで、それが高いか安いかという

問題は当然個人の考えですけれども、那須町につ

いては1,000円ですので、その料金の差もあるの

かなというふうな捉え方はしてございます。 

  そのために、先日もお答えしましたけれども、

４月からは平田村の場合でも最初から3,000円、

本人の自己負担分だけ支払ってくれば、市のほう

から残りの3,000円は相手方にお支払いするとい

うことで、代理受領方式というふうな形にさせて

いただきたいかなというふうに思っております。 

  そんなことで、私どもとしては両方、当然必要

だなということで考えてございます。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） ぜひとも多くの人が検査

を受けられて、しっかりとした正確な検査が受け

られるという状況をもっと拡充していただきたい

と思います。 

  母乳と尿の検査については先ほど説明がありま

した。まだ始まって件数が少ないということで、

まだまだ情報提供が少ないのかなという部分があ

ります。ぜひこちらも、さらに努力を進めていっ

ていただきたいと思います。 

  ④に入ります。ＴＰＰと産廃の問題です。 

  この問題、国の専権事項だという話が市長から

出てまいりました。このＴＰＰ問題なんですが、

市長の市長になるときの公約でもありました。そ

の意味で、いろいろ細かく聞いてまいりましたけ

れども、大きな問題をはらんでいます。産廃の問

題とも関連があります。そういう中で、市長の答

弁の中にもありました。このＴＰＰ、この地域で

独自に市が行っている事業で、このＴＰＰによっ

てやめなければいけないと、いろいろな市の施策

があります。こういった問題について、どの程度

捉えていますか、聞かせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） ＴＰＰに影響してやめ

なきゃならないような事業者ということでござい

ますけれども、ＴＰＰの交渉、20を超えるような

分野にわたるということでございまして、国にお

いて検討がされているというところでございまし

て、現在その具体的なものが示されておりません

ので、まだ市としてその辺のところは捉えており

ません。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） まだはっきりしていない

ので捉えていないという話でございました。その

中で、私大変このＩＳＤ条項というのは気になっ

ています。よく知られているのはカナダとメキシ

コの政府がアメリカから訴えられて敗訴した事例

です。有害物質が含まれたガソリンの輸入規制、

さらに先ほども産廃問題で後退することがないと

言われた、その廃棄物の埋立計画の中止といった

環境や国民の健康を守るための規制もＩＳＤ条項

で訴えられ、多額の賠償金の支払いなどの裁定が

下されているという、これはもう既に世界的に有

名な話です。 
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  そこで、重なる部分もあるかと思いますが、伺

っていきます。 

  市長は昨年、みんなの党はＴＰＰ賛成推進だが、

市長としてはＴＰＰに反対する。産廃問題は今後

も後退することはない。先ほども、こう宣言され

ました。ＴＰＰに参入すると有害物質を含んだガ

ソリンの輸入規制や廃棄物の埋立計画の中止はで

きないことになります。産廃を反対運動でとめる

こともできなくなります。市長の考えを求めるも

のです。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） このＴＰＰの考えについ

ては、髙久議員にも去年、質問にお答えしており

ます。現実として40数年間にわたって農産物の、

主力となる農産物の交渉で常に反対を通したのは

共産党だけだと私は認識しておりますが、しかし、

現状のような状況の中で、これからいかんともし

がたい、そういう状況が多分あるんだと思います。

私も詳しくわかりません。わかりませんが、国と

して、政府・与党として、来週にも参加を表明す

ると、こういう新聞報道が流れておりますので、

やり方については慎重にやるんだと思いますが、

この点については手を挙げて何か大きな発言をし

ても、それは無効に等しい、こういう状況もあり

ますんで、私は現状を見守りたいと、注視したい

と思っています。 

  ただ、その産廃が中止できなくなるという発言

について、ちょっと私の認識では理解がしており

ませんでした。何かの規制分野でそうなるのかも

しれませんが、その点については深く考えたこと

はありません。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 答弁がありました。産廃

の問題に関しては深く考えてないと、ぜひこの問

題ね、しっかり考えていただかないと那須塩原市

の環境を守れないということになります。もちろ

ん国の問題大きくかかわってくるんですが、ＴＰ

Ｐは食料主権、経済主権、国家主権まで奪われ、

日本の国の形を変えることになります。こうした

屈辱的な不平等な協定は断じて参加すべきではあ

りません。そして、アメリカのこうした問題はＴ

ＰＰで終わりではないということです。市のほう

としてもしっかりとした対応を考えていただくよ

う求めて、⑤に入りたいと思います。 

  デマンド交通です。 

  採算の合わない路線を、ゆ～バスから10人乗り

のワゴン車に切りかえ、ふえる路線は２路線だけ、

名前だけがデマンド交通の計画になっているので

はないでしょうか。ドア・ツー・ドアが全くない

運用で、デマンド交通と呼べるのか大きな疑問で

す。不便なデマンド交通にならないよう、市の考

えをさらに聞かせていただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） デマンド交通に置

きかえた部分について、利便性が損なわれるので

はないかというご懸念かというふうに今、お聞き

したんですけれども、確かにデマンドということ

は需要に応じてということですから、普通の路線

バスのように、その時刻、その停留所に行けば必

ずバスが来るので乗ればいいということではなく、

前もって予約しなければならないという、一手間

かかってしまうということでは若干利便性は落ち

てしまうのかなというふうには考えております。 

  当面、最初の走り出しについては、ゆ～バスが

走っていた路線について、定時、定路線というこ

とで考えておりますので、そういう利便性が若干

落ちるということはあると思います。ただし、２

年間ということで試行期間ということで設けてお
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りますので、今後、地域の皆さんのご意見とか利

用状況とか、そういったようなものをどんどん酌

み上げていく中で、これが寄り道できるスタイル

であるとか、あるいは停留所の数をふやすとか、

いろいろな方式が考えられると思いますので、こ

れはどんどん地域の方が利用しやすいような形に

一緒になって育てていたきいと。今、最初のとき

に私どもの考えだけで、これが一番ベストという

のは、これは絶対出せませんので、地域の皆さん

も一緒になって育てていくんだというようなこと

で、なおかつどんどん利用するということでも育

てていっていただきたいというふうに思っており

ますので、これからということでご理解いただき

たいと思います。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） ２年間の試行期間がある

中で、地域の実情に合わせて、市民の要望に合わ

せて使いやすくしていく、そういう努力を重ねる

という話だったと思います。いつかの会派の質問

で、そういった話も出てきたと思いますが、大き

な問題はこのデマンド交通、福祉タクシー券と呼

ばせていただきますが、使用目的は75％、その中

でタクシー券を廃止すると、先ほど副市長からも

発言がありましたが、福祉タクシー券の使用目的

は75％が病院で、17％が買い物と、まさに介護予

防のための外出支援から、今では健康と命を守る

福祉タクシー券と、こういう姿が浮き彫りになり

ますと。これを情け容赦なく切っていくというの

が、今度の福祉タクシー券をなくす計画です。 

  市は福祉タクシー券対象者が年々増加すること

が見込まれており、現在の助成制度を続けていく

ことが財政的に困難な状況にある。市民に不公平

感があり、賛同を得ることは難しい状況である。

市民の納得は得られないという声を、どこから集

約、導き出したのか、詳しく聞かせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 確かに今、議員が

おっしゃったようなことで、会派の代表質問のと

きにお答えを申し上げております。 

  １つには、この制度が当初、介護予防といいま

すか、閉じこもり防止と、とにかく外にお出かけ

をいただきたいというふうなことで、別に目的は

限定がないという形でスタートしている経過がご

ざいます。その中で、ひとり暮らしで当然車は運

転できませんよと、それから、高齢者だけの世帯

で当然車を運転できませんというかお持ちではな

いという方について、タクシー券、基本料金の分

を１カ月に４枚ですね、それを交付してというこ

とで始まっております。その後、家族がいても、

例えばせがれさんとか娘さんがいても、日中お仕

事に出かけてしまうと、そうすると、ひとりにな

ってしまいますよということで、そういう方につ

いても同じように交付をしますよということにな

ったということで、最終的に先ほど言いましたよ

うに、議員がおっしゃられましたように大部分の

方が通院と、それから、買い物にご利用だという

ことでございます。 

  当初の目的とちょっと変わってきているのかな

というふうなことでも、そういう声はいろいろな

ところで聞いてございます。 

  一方で、障害者ですとか、要するに足がわりに

するというような福祉タクシーの制度ももちろん

市のほうでございますので、それと同じような考

え方になってきてしまったんではないかというふ

うなことは、あちこちでお聞きをしてございまし

た。それと、その日中ひとりになりますよという

方の考え方ですね、家族がいてもちゃんとといい

ますか、仕事に行くなり会社に行って、昼間ひと
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りになってしまいますよという方と、自営業なり

農業の方とかの対象になる方の線引きといいます

か、その辺がちょっとあいまいではないかという

ふうなこともございます。 

  それと、一番地域で聞くのは、この前も大部分

の方が黒磯駅周辺、西那須野駅周辺で８割以上の

方がご利用になっていると、タクシー券全体でで

すね、ということになりますと、先ほども言いま

したけれども、初乗り料金の助成ということでご

ざいますので、ちょっと市街地から離れた方につ

いてはタクシー券いただいても、結局初乗りです

から２キロ程度ですね、それ以上乗ると、その部

分自分で自腹を切らなくちゃならないということ

で、その金額がかなり多額になってしまうという

場合には、ちょっといただいても使いづらいのか

なということで、それが先ほどの数字にあらわれ

ているような感じもしますけれども、そのような

ことで、それはいろいろな場面で市民のほうから

はお聞きをしたり、それから、それを仲介してい

る、仲介といいますか、交付のお手伝いをいただ

いている民生委員さんですとか地域包括の職員の

方とか、いろいろな関係者の方からも時々、その

都度その都度そういう声は聞いているということ

でございまして、そのような実態がありますとい

うことを前提に、先ほど副市長から答弁申し上げ

た、将来のことも考えまして今回見直しというふ

うな形になったということでございます。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） どうも余り実情を説明し

ているだけで、答えをもらっているような気がし

ません。あわせて、先ほどの答弁にありましたと

おり、高齢者が倍になれば予算も倍になるんだと、

そういう荒っぽい答弁もいただきました。 

  総務省は、日本の人口統計について、いつから

そういうふうになったんでしょうか。私はそうい

うふうには聞いていません。今の人口が高齢につ

れてなだらかに高齢者がふえるような、そういう

形を描くと、私はそういうふうに統計を聞いてい

ます。倍になれば倍になるみたいな荒っぽい答弁

は、決してやってないんだと思います。それをた

しか訂正しているんじゃないかと思います。です

から、福祉タクシー券が高齢者が倍になれば倍に

なるというようなことは決してないと思っていま

す。 

  高齢者からの要望があり、年々増加する高齢者

は世界共通の人類の進歩として喜ぶべきことです。

使いづらいなら、要望に合わせて予算をふやせば

解決できる問題であることは明白です。昨年の那

須塩原市の決算は約27億円の黒字決算です。この

黒字決算に甘えることなくと、そういう答弁も出

ていますが、この福祉タクシー券に使われた予算

は幾らですか。答弁を求めます。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） これにつきまして

も、３月５日の会派代表の質問の中でお答えを申

し上げましたけれども、平成21年度で4,924万、

それから、平成22年度で5,416万、23年度が5,596

万ということでございます。 

○議長（君島一郎君） 質問の途中ですが、ここで

10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１１時００分 

 

再開 午前１１時１０分 

 

○議長（君島一郎君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 
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◎答弁の追加 

○議長（君島一郎君） ここで副市長より発言があ

ります。 

  副市長。 

○副市長（渡邉泰之君） 先ほど髙久議員のほうか

らご指摘のあった件でございますが、人数が２倍

になればタクシー券、額も２倍になると、乱暴だ

という議論ありましたけれども、そこは１つ、要

するに、タクシー券の性質としては人数割で出し

ているものですから、当然２倍になれば２倍にな

るということで述べたということが１点でござい

ます。 

  それから、先ほど私が２倍というような数字を

出したことに関してですが、実は厚生労働省のい

わゆる外郭団体で社会保障人口問題研究所という

場所があります。そこで出している人口データ、

推測、推計については政府のほうでも、それを１

つ根拠として各種使っているわけでございますが、

例えばそこでいいますと、那須塩原市について65

歳以上の人口が2005年ですと２万人、17.2％、全

体のですね、それが2035年には３万7,000人、那

須塩原市の人口の中に占める比率は33％、約３分

の１になると。２万から３万7,000ですので２倍

弱であるということ、それから、75歳以上に限っ

ていいますと、2005年の段階では9,000人だった

のが、2035年、その2005年から数えて30年後でご

ざいますけれども、２万2,000人ということで２

倍強というような推計が出ております。 

  一応、これは私が言っているわけではなくて、

厚生労働省のほうが外郭団体のほうで調査して、

推計を出した結果でございますので、以上、ご報

告申し上げます。 

  以上です。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 副市長のほうからタクシ

ー券の利用について、数の推移の報告がありまし

た。 

  市長の市政運営方針にある高齢者が住みなれた

地域で安心して暮らしていけるよう応えるこそ、

那須塩原市本来の仕事だと私は思っていますが、

デマンド交通で対応できない地域、病院に行くこ

とをためらい、その結果、予防がおくれ、費用が

増大することについて、どのように捉えています

か。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） デマンドタクシー

のカバー範囲という意味でのご質問かなというふ

うに思いますけれども、今現在もゆ～バスと、そ

れから、ゆ～バスの路線だけでございますので、

公共交通はですね。ただ、タクシーについてはタ

クシー券の助成、１カ月に2,800円程度ですけれ

ども、タクシー券の助成はなくてもタクシーは乗

れるということで、経済的な支援ではございませ

んので、お金がなくて通院ができないという方に

ついては、また別な施策がございますので、そち

らで対応は可能かなというふうに思ってございま

す。 

○議長（君島一郎君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 今回、デマンド交

通の導入のということも含めて、これまであった

ゆ～バスの再編というようなことをやってきたわ

けなんですけれども、そもそも公共交通というも

のについては、人が移動する、人や物が移動する

ための手段ということで、一番遠いところですと

飛行機とか船舶とかがあります。それから、大量
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輸送で鉄道というのがあります。さらに一定量を、

ある程度の距離を運ぶということでバスがありま

す。個別に運ぶということでタクシーというのが

あるわけです。それら、いずれの公共交通もない

ところに、どうするかということでデマンド式の

交通というのが、多分最近考えられてきたんじゃ

ないかというふうに考えています。 

  今回の見直しをするに当たっては、当然タクシ

ー券というのとも関連づけていろいろと検討して

きたわけですけれども、先ほど来、話に上ってい

ますように、タクシー券の利用状況が各鉄道駅の

周辺に、そこら辺はタクシーがたくさんいますか

ら、そこら辺に住んでいる人が同じエリア内の病

院とかお買い物に行くときに利用しているという

のが、ほとんどの例で、郊外に住んでいる方たち

はほとんど利用されていないという制度だという

ことですね。 

  タクシーで利用しなきゃいけないというところ

について、身体的にバス停まで歩いていくのが大

変だというのも１つにあるでしょうし、また、バ

スそのものがほかの鉄道なんかの公共機関との連

絡も余り今のところよくないという、利便性がよ

くないという、便数も少ないということもあるだ

ろうと。だとすれば、人が動いているエリアとい

うふうなタクシー券の利用の密度が濃い地域を、

人の移動の多いエリアというふうに捉えまして、

その部分については、ゆ～バスの利便性を向上す

るということで対応したいと。ゆ～バスの利用が

非常に少ないと、バスである必要はないのではな

いかと、人数的にも、利用頻度からも、そういう

ものについては多少、最初ご不便はおかけするか

もしれませんけれども、デマンド式に置きかえて

いくというようなことで今回の新しい公共交通、

市内における新しい公共交通システムということ

で提案してきたわけです。 

  したがいまして、ゆ～バスとデマンドで今まで

タクシー券を利用されていた方のかわりになると

いうふうには全く考えてはいないわけですけれど

も、今後これからどんどん高齢者がふえていく中

で、高齢になったからといって、いきなりその日

から歩けなくなるわけじゃありませんので、元気

なうちにできる限り歩いて、なおかつ少し遠いと

ころはバスなり、プラスタクシーとか電車とか、

公共交通機関を利用して移動するというような生

活スタイルに今後変えていかなきゃいけないんじ

ゃないだろうか。さらに高齢になって、運転免許

証も返さなきゃいけないということも考えた上で、

市民一人一人が今後、高齢になったときの生活ス

タイルというのを考え直してもらいたいというよ

うな意味も含めて、新しい公共交通システムをこ

れからどんどん充実させていかなきゃいけないと

いう、一つのきっかけとさせていただきたいとい

うふうに考えて、今回の提案になったということ

でご理解いただきたいというふうに考えておりま

す。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 答弁をいただきました。

確かにね、こちらも無駄な経費を使って、無駄な

ことをやれと言っているわけではありません。ち

ゃんとした根拠があると、先ほども言いましたよ

うに、今ではと、健康と命を守る福祉タクシー券

という実態があります。駅の周りで使われるとい

うのは、駅の周り以外にタクシーがいないと、先

ほどの答弁の中にもありましたけれども、タクシ

ーがないと、どうしても、そこへ行かないとない

と、バスもないと、そういう中でのゆ～バスであ

り、福祉タクシー券、そして今度デマンドと、も

っと便利なデマンドへと便利なものができる一方

で、不便になるということがあってはいけません。 
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  高齢者の健康と命を守る重要な役割を果たして

いる命の福祉タクシー券を廃止することは、絶対

に認められません。高齢者タクシー料金補助事業

の存続と拡充を求め、廃止の撤回を強く求めるも

のです。 

  以上で、この項の質問を終わります。 

  続いて、２番に入ります。いじめ・体罰のない

学校づくりについてです。 

  いじめや体罰の問題が大きな社会問題となって

います。今後の取り組みについて、市の考えを求

めるものです。 

  ①子どもの命最優先の原則は、どのように取り

組まれていますか。 

  ②教職員や保護者の情報共有は、どのように図

られていますか。 

  ③です。子どもの自主的な活動の比重を高め、

いじめの起きにくい人間関係をつくる努力は、ど

のように行われていますか。 

  ④です。本市でも同様の問題が発生していると

思われますが、被害者の安全確保と加害者への対

応は十分でしょうか。 

  ⑤です。被害者や遺族が真相の解明に参加でき

るよう、知る権利を尊重する、いじめ防止条例を

つくる考えがあるか。 

  以上、５点について答弁を求めるものです。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） それでは、髙久議員の

ご質問に順次お答えしてまいりたいと思います。 

  まず、最初の子どもの命優先の原則の取り組み

についてお答えをいたします。 

  本市におきまして、児童生徒にかかわる教職員

は、児童生徒の生命を守ることが何よりも最優先

すべきことであるとの認識に立って、これまで

日々の教育活動に当たってきております。いじめ

への対応が後手に回ったことで、とうとい命を失

うことにつながりましたこのたびの事件を教訓と

いたしまして、市内校長会議を初め、各種研修会

等におきましても、折に触れて教職員に対して継

続的に指導をしております。 

  また、児童生徒に対しましては、道徳教育や特

別活動を初め、学校教育全体で取り組むべき内容

でございますので、自分の大切さとともに、ほか

の人の大切さを認めるといった人権尊重の理に立

ち、人権週間などの積極的な教育活動はもとより、

全教育活動を通して生命尊重の教育を現在も指導

しているところでございます。 

  また、全ての学校におきましては、定期的にい

じめに関するアンケート並びに教育相談を実施し、

いじめを見逃さない取り組みを引き続き行ってお

ります。また、教育委員会におきましても、年３

回の各学校への聞き取り調査を行ったり、随時の

相談により学校と連携をして、今後とも、いじめ

の防止に取り組んでまいりたいと、こう思ってお

ります。 

  次に、教職員と保護者の情報共有についてでご

ざいますけれども、いじめの解決には加害、被害

児童生徒への事実確認だけに終わらせることなく、

保護者との連携が必要不可欠であります。そのた

めに、いじめに関係した児童生徒の保護者とは家

庭訪問を行い、直接対応しつつ、いじめを認知し

た段階から連携を図りながら解決に向けた指導や

援助に当たっているところであります。また、状

況によりましては、学校全体の問題として捉え、

保護者にもいじめを知らせ、その防止に向けた体

制をとることも大切だというふうに考えておりま

す。 

  次に、子どもの自主的な活動の比重を高め、い

じめが起きにくい人間関係をつくる努力がどのよ

うに行われているかについてでございますけれど
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も、子どもたちが安心して楽しく学校生活を送る

には、さまざまな活動に自主的、主体的に取り組

み、子ども同士の人間関係を築き上げていくこと

が非常に重要なものであると考えております。 

  そこで、各学校におきましては、発達の段階を

考慮しながら特別活動やさまざまな体験活動を通

して、子どもたちが自主的、主体的に活動に取り

組めるよう、段階的に支援をしております。 

  また、人間関係づくりにつきましては、本市に

おいて平成21年度から導入をしておりますハイパ

ーＱＵも有効に活用しております。このアンケー

トでは、不登校やいじめの早期発見、対応に役立

っておりますけれども、それ以外に児童生徒一人

一人の対人関係における、かかわりと配慮のスキ

ルを見ることができます。それらの結果をもとに、

発達の段階を考慮し、児童生徒や学級集団の実態

に応じて適切な人間関係を築くための指導を日々

行っておりまして、教職員みずからも研修を受講

し、なお一層指導力向上のために努めているとい

うことでございます。 

  次に、本市でのいじめや体罰の被害者の安全確

保と加害者への対応についてお答えをいたします。 

  本市におきましても、これまでいじめの事案を

把握しております。いじめはどのようなものであ

っても、被害者、加害者とも児童生徒であること

から、双方への対応をとる必要がございます。保

護者の心情や児童生徒の心の傷によって、例えば

被害児童生徒を心身の安全や安心、安定を図るた

めに一時的に別室で個別の支援をするなど、本人、

保護者の意向を踏まえながら、保護者と学校と市

教育委員会の三者が連携を図り、通常の学校生活

ができるように丁寧に適切な対応を引き続き努め

てまいりたいと、こう思っております。 

  一方、加害児童生徒及びその保護者に対しまし

ては、いじめは絶対許されないことであるという

観点に立ち、十分な反省と再発防止に向けた対応

を校内体制で行うとともに、状況によっては関係

機関と連携を図るなどして、慎重かつ丁寧に対応

するように指導しているところであります。 

  最後に、いじめ防止条例につきましてお答えい

たします。 

  いじめ防止条例につきましては、３月５日、公

明クラブ、吉成伸一議員からのご質問にお答えし

たとおりでございます。 

  以上であります。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 答弁がありました。①か

ら再質問を行っていきます。 

  いじめや体罰を隠蔽したり、けんか、トラブル

と捉えたり、子どもを守れないケースが長い間続

いています。何としてもとめなければいけないと

思い、この質問をしたところです。 

  そこで伺います。 

  重要なのは、いじめを解決した。辛くも子ども

の命を救った等の経験が各地で積み重ねられてい

ることです。その経験に学べば、事態は打開でき

ると、こう思います。学校には多くの仕事があり

ます。しかし、子どもの命を守ることほど大切な

仕事はないはずです。このことをはっきりさせて、

いじめや体罰へのあいまいな対応はやめようとい

うことです。教育長の考えを聞かせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） 私は、子どもたちが安

心して学ぶ場所でなければ学校はならないという

ふうに常々思っておりますので、あらゆる面から

安全の確保、安心して学べる環境、そういったも

のを確保することに今後も努めてまいりたいと、

こう思っております。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 
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○１０番（髙久好一君） 答弁がありました。ぜひ

あらゆる面からいじめと体罰、これをなくしてい

ってほしいと思います。 

  体罰は、究極の弱い者いじめです。いじめの対

応は絶対に後回しにしない。いじめをなくすこと。

いじめから子どもの命を守る取り組みは、いじめ

を早い段階で発見し、対応すること。子どもが守

られていると感じられるようにしていくことが大

切です。市民ぐるみで、いじめや体罰を許さない

取り組みを進めていくことが大切だと思います。

教員と子ども、信頼関係が大事なこと、まず大人

社会がいじめや暴力をなくす規範を示すことが必

要だと思います。 

  ②に入ります。教職員と保護者の情報共有につ

いて聞きました。 

  すぐに全教職員、保護者に知らせて連携をとっ

ているというお話でした。まず、基本がそうであ

ると思います。 

  会派代表質問の中で、平成24年９月までに対応

したいじめは19件だったが、２月に改めて調査を

したところ41件にふえ、５件が対応中で、発達状

況に応じた指導を行っているということでした。

体罰は５件確認され、小学校１件、中学校で４件、

行われたのは授業中２件、スポーツで２件、その

他１件あり、学校とスポーツという場には体罰が

入る余地はないと、そういうことを徹底すると。

スポーツ少年団では、年２回の研修を行っている

という答弁が行われています。その中で、被害者

と保護者には説明を行い、謝罪したと報告されま

した。 

  いじめと体罰はささいなことと見えても、様子

見にせず、教職員と保護者で情報を共有して対応

することです。被害者はプライドもあり、報復も

怖く、「いじめられている」と聞いてもなかなか

認めません。大人が、ひょっとして何か感じたと

きには相当深刻になっているという場合が少なく

ありません。 

  そこでお伺いします。 

  新たな調査結果を受け、こうした事態に対応す

るため、日ごろから取り組んでいること、新たに

取り組むことについて聞かせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） まず、いじめ関係の話

でございますけれども、さきにお答えしたように、

２月末現在で今年度41件を認知して、うち５件、

現在解消に向けて取り組んでいるということをお

答えしましたけれども、一昨年におきましても、

ほぼ同じような数字を認知して、その解消に向け

て取り組んできたということもございますので、

あわせてお話を申し上げました。 

  これまでもいじめの早期発見には先生方、本当

に毎日全神経をとがらせて、それに努めておりま

す。また、子どもたち自身の望ましい人間関係づ

くり、これは学級集団づくりになるわけですけれ

ども、これにつきましても先ほど申し上げました

ように、ハイパーＱＵの調査を用いまして分析を

行って、年間２回、丁寧な学級のかかわり方につ

きまして、担任だけではなくて学校全体で各クラ

スの状況等を検討して、望ましい方向に向かうた

めの方策について協議をしながら、学校全体で取

り組んでいるというふうなことでございます。 

  今後、さらに子どもたちの望ましい環境をどう

あるべきかということを真剣に考えながら、でき

る限りのことをやっていきたいというふうに考え

ております。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 学校全体でできる限り可

能なことをやっていきたいという答弁がありまし

た。 
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  ③に入ります。子どもの自主的な活動といじめ

の起きにくい人間関係の努力について聞きます。 

  国連子どもの権利条約も言っている、教育の場

に子どもの自主的な活動の比重を高め、いじめの

起きにくい人間関係をつくることが大切です。運

動会や学校祭を通じて団結ができ、いじめになり

そうなときにも「やめなよ」の声がかかるように

なったなどの話を聞いています。授業時間をふや

そうとする余り、各地で運動会や文化祭などの子

どもの自主的な活動や時間が減っていることは心

配です。 

  そこで伺います。 

  国や教育委員会の言う規範意識や道徳の場で評

価をするのではなくて、子どもの意見や学校生活

の中で人間的なつながりを育んでほしいものです。

市では、子どもの権利条約に取り組むとしていま

す。子どもの権利条約をいじめ・体罰にどう生か

すか考えを聞かせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） おっしゃるとおり、現

在新しい学習指導要領になりまして、授業時数等

もふえております。 

  したがいまして、教育課程を編成する中で、ど

うその時間を確保するかということで各学校、大

変いろいろな工夫をしています。勢い、その中で

特別活動、あるいは学校行事等についても多少手

を加えなければならないというところもございま

す。しかし、子どもたちの自主的な活動、学校だ

けではなく地域においても、あるいは放課後のさ

まざまな場面でも自主的な活動というのは、私は

保障されていかなければならないのではないのか

なというふうに思っております。 

  そういう意味で、今後とも子どもたちがいろい

ろな場面で、さまざまな体験ができる、そういう

子どもたちの生活の中のゆとりというんでしょう

か、そういったものを子どもたちにかかわる全て

の大人の人たちが配慮していかなきゃならないん

ではないのかなと、そんなふうに考えております。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 答弁がありました。地域

の活動にも子どもの権利条約と、子どもたちの活

動の場をしっかりと確保できるよう対応していき

たいということです。ぜひこの方面で頑張ってい

ただきたいと思います。 

  ④に入ります。被害者と加害者の安全確保と加

害者の対応について聞きました。 

  安全確保といじめ・体罰がなくなるまでの対応

をしっかりと対応していただきたいと思っており

ます。 

  その被害者の安全確保、加害者の対応の中で、

被害者と保護者には説明を行い、謝罪した。そし

て、保護者にもしっかりとした説明を行ったと、

こういう答弁がありましたが、いじめでは発達に

応じた対応と保護者には説明を行っている。体罰

では被害者と保護者には説明を行い、謝罪した。

こう答弁されましたが、教師や保護者のどの範囲

まで説明しているのでしょうか。この範囲につい

て聞かせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） 当然のことながら、当

該関係者に対しましては、きちんと説明もしくは

謝罪等を行っております。 

  また、いじめにつきましては、先ほどお答えい

たしましたように、プライバシーに触れる部分は

別ですけれども、今後いじめを防止するという観

点からも、できるだけ多くの人に情報を共有して

いただくと、そういうことが大切と考えておりま

して、学校でも必要に応じて多くの方に、いじめ
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の事案があったということをお知らせして、今後

そういったことがなくなるようにというようなこ

とで対応しているというような状況でございます。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 当該関係者だけではなく

て、もちろん事細かいに全部話せということでは

ありません。概要はしっかり報告していただかな

いと、いろいろな問題が起きてきます。よく言わ

れることですが、「うちの学校にいじめも体罰も

あるわけがないでしょう。いじめられるには、い

じめられるわけがある。たたかれるのには、たた

かれるわけがあるんです」、こういう言葉はさす

がに今はありません。しかし、こういった言葉、

すぐ頭をもたげてくるのが今までの経過です。 

  いじめは弱い者が行い、体罰は未熟な指導者が

行うものという考えが、とうとい命が奪われて、

ようやく定着し始めたといってよいと思いますが、

どう受けとめていますか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） 私は、いじめとか現在

の体罰とか、そういう問題に対しましては、これ

までもあってはならないことであるというふうに

思ってきておりました。また、そういった者に、

被害に遭った、あるいは加害になったという者に

対しましても、それぞれの立場に立って適切に対

応し、問題を解決していく、そういうことを各学

校にお願いをしてきております。 

  今後とも、そういうスタンスでいってほしいと

いうふうに願っておりまして、どの子どもたちも

それぞれに大人になっていくために必要な勉強、

あるいは運動、さまざまな体験、そういったもの

をしていくことが保障されなければならないとい

うふうに思っておりますので、繰り返しになりま

すけれども、そういった環境を精いっぱい整えて

いけるように努力してまいりたいと、こう思って

おります。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 大切なのは被害者の安全

確保と加害者への対応です。被害者は命の危機に

あると言っても過言ではなく、安心・安全が一番

です。加害者はいじめや体罰を反省し、いじめや

体罰をやめ、人間的に立ち直るまで徹底した対応

が必要です。そのためには、いじめや体罰に走っ

た悩みやストレスを聞き取り、子どもには寄り添

う愛情が欠かせません。厳罰主義は子どもを、鬱

屈した心をさらにゆがめ、いじめを陰湿化させる

ものです。 

  ５番に入っていきます。答弁がありました。吉

成議員に答えたとおりというお話でございました。

そうした中で、しっかりとした調査と正確な報告

は、再発防止のためには欠かせないものです。 

  そこで伺います。 

  今までの調査と真相究明で不足していたと思わ

れる点と要因についてどのように捉えているか聞

かせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） 調査につきましてのご

質問ですけれども、現在行われている調査につき

ましては、過日申し上げましたように、21日まで

の報告となっておりますので、それらを受けまし

て、一つ一つの事案につきまして丁寧に分析をし

てまいりたいというふうに思っております。 

  また、本市におきましてこれまで把握していた

事案につきましても、私ども丁寧にその分析をし

ながら、より望ましい解決に向かって何ができる

か、誰がどうするかということも絶えず真剣に考

えてきております。決して、それで私は十分であ

るというふうには思っておりません。 
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  今後も慎重に一つ一つの事案につきまして、そ

れぞれの立場に立って、何が課題だったのか、ど

うすればいいのかということを真剣に考えていき

たいというふうに思っております。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 今までの調査は十分とは

思っていないというのは、一つのこれからの希望

です。ぜひしっかりと遺族や保護者が真相究明に

参加できるようにしていただきたいと思います。

子どもの命を守るという点で多くの人が一致でき

るよう、ぜひ配慮して進めていっていただきたい

と思います。 

  ２番を終わりまして、３番に入ります。小規模

工事の拡大と住宅リフォーム制度の導入を始めま

す。 

  震災、原発事故から再生復興を進める中、効果

が見えにくい状態が続き、中小企業円滑化法が３

月末で期限切れとなります。 

  地元事業者支援、施策について市の考えを求め

るものです。 

  市の小規模工事契約希望者登録制度、小規模工

事の現状と進捗について、どのように捉えている

か伺います。 

  ②です。中小企業円滑化法は、中小企業の資金

繰りや住宅ローンの利用者にも大きな役割を果た

してきました。中小企業憲章の立場から国への延

長要請と市独自の対応を強める考えがあるか聞か

せてください。 

  ③です。2012年８月現在、４県と491の自治体

で住宅リフォーム助成制度が実施されている中、

県内では５つの市が導入し、地域復興と経済の循

環に大きな効果を上げているが、導入について市

の考えを求めるものです。 

  以上、３点について考えを求めます。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 私のほうからは、①市

の小規模工事等契約希望者登録制度、小規模工事

等の現状と進捗についてお答えをいたします。 

  本市における小規模工事等契約希望者登録制度

は、予定金額が50万円未満で、その内容が軽易な

ものについて入札参加資格を持たない市内業者の

受注機会の拡大を図るため導入されたものであり、

現在の登録業者数は41社となっております。 

  小規模工事等の発注状況でございますけれども、

平成23年度実績で契約件数48件、契約金額は796

万5,000円でございました。また、今年度、平成

24年度におきましては２月末現在でありますけれ

ども、契約件数39件、契約金額は556万円となっ

ております。 

  今後とも制度の積極的な活用に努めてまいりた

いと考えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（斉藤一太君） 私からは②と、そ

れから、③についてお答え申し上げます。 

  ②の中小企業金融円滑化法の国への延長要請と

市独自の対策についてお答えいたします。 

  ことし３月末に金融円滑化法が終了しても、金

融機関における中小企業に対する円滑な資金供給

の確保につきましては、金融検査マニュアルや監

督指針等により継続されることから、国への延長

要請を行う考えはございません。 

  なお、市内商工会におきましては、特別相談窓

口を設置して事業者からの相談や支援依頼に対応

しているところでございます。 

  市独自の対策につきましては、国、県の景気浮

揚に係る各種経済対策を注視しつつ、迅速かつ的

確な情報の収集に努めてまいりますとともに、経

済関係団体と連携を図り、時宜を得た対策の検討
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を行ってまいります。 

  あわせて、関連する相談窓口への案内など、情

報発信にも努めてまいりたいと考えております。 

  次に、③住宅リフォーム助成制度導入につきま

しては、さきの３月５日の会派代表質問、公明ク

ラブ、吉成伸一議員にお答えしたとおりでありま

す。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 答弁をいただきました。

小規模事業者等希望者制度活用の状況ですね、報

告されたとおりだと思います。私のほうのこの前

の質問が、データが違っていたということがあり

ましたので、今回はしっかり私のほうも調べて、

この問題取り上げてまいりました。 

  ここ数年、小規模工事の拡充と計画的な発注に

よる地元事業者への受注機会の増大を求めて質問

してきました。件数の増減の変動はありますが、

額は２年前より減ってしまっています。昨年より

まだ、24年度はまだ１カ月、２月末のデータとい

うお話でしたが、減っています。昨年より約200

万ほど減っているという状況です。この理由をど

のように捉えているか聞かせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 減った理由でございま

すけれども、基本的に小規模工事に該当する契約

の業者選定に際しましては、登録者に対して積極

的に見積もりの受注機会を与えるという方向で進

んでおります。なぜ減ったかという理由について、

詳しく分析はしておりませんけれども、引き続き

これらの見積もり機会を与えるようにして、受注

機会の拡大を図ってまいりたいというように考え

ております。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） ２番目の質問は、市内の

金融機関で継続して行えるというお話がありまし

た。そういう中で、さらに伺っていきます。 

  そういう中でも、県内の佐野市は中小企業預託

金制度で７億円増の16億9,000万、鹿沼市では12

億円増額して47億円とします。那須塩原市は昨年

と同額の11億円を計上しています。対応できるか

ら10億円としたんだというような話と思いますが、

市内の中小業者の資金繰り、震災からの利用増に

十分対応できると考えたので、こうした形だと思

いますが、もう少しこの点について詳しく聞かせ

てください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（斉藤一太君） ただいまのご質問

にお答えします。 

  まず、中小企業の融資制度にかかわるお尋ねで

ございますけれども、平成23年度の実績をちょっ

と申し上げたいと思いますけれども、全部で280

件で、融資額が10億8,792万5,000円ということに

なってございます。24年の１月までの実績でござ

いますが、243件で８億7,642万円というような状

況になってございます。こういった過去の実績、

あるいは今年度の状況等も踏まえながら、前年度

と変わらないという今、ご質問でございますが、

11億円を確保させていただき、この預託制度によ

る支援を継続をしていきたいというふうに考えて

ございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） ぜひしっかりフォローし

ていっていただきたいと思います。 

  ５日の吉成議員の住宅リフォーム助成制度の創

設という点で質問がありました。本市にも導入の

日が近づいたという感覚で、大いに歓迎したいと
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思います。市ができない理由として挙げた、現在

行っている助成の事業は古い木造住宅の耐震診断

で、修繕、合併浄化槽の助成など、４つの事業は

累計273件、金額で9,173万円で97.7％が合併浄化

槽の助成であることが報告されました。 

  そこで伺っていきます。 

  これらの４つの助成事業による地元事業者の仕

事と雇用の確保、地域経済の循環の経済の波及効

果はどの程度になると捉えていますか。あわせて

宇都宮市が行っている住宅リフォーム助成制度の

経済波及効果についてつかんでいたら教えてくだ

さい。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（斉藤一太君） ただいまの雇用の

人数と、それから、経済の効果と、それから、住

宅リフォームのこれからの取り組み方というふう

なことでご質問いただきましたけれども、詳しい

ちょっと分析等は行っておりませんので、雇用の

人数とか、その経済波及効果等々につきましては、

明確にちょっとお答えすることはできませんが、

こういったいわゆる支援制度を活用することによ

って、雇用も生まれ、地域経済も活力が増すとい

うふうな考え方に立って支援を行っておりますの

で、そういった対応につきましては、今後とも続

けてまいりたいというふうに考えてございます。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 地元紙が「宇都宮市の住

宅リフォーム助成制度半年間で経済波及効果30

倍」と、こう報道しました。ほかで実施している

４市も単年度限りとか２年間とかという、500万

から1,500万の少額予算でしたが、栃木県内でも

導入した自治体は全国並みの大きな経済波及効果

を確認しています。それを肌身で知っている地元

商工会は、住宅リフォーム紹介制度を実施してい

るのです。こうした厳しい状況の中で地元事業者

を支援し、雇用の拡大を促すことこそ自治体の本

来の仕事と思いますが、市長の見解を伺います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

○市長（阿久津憲二君） おっしゃったとおりだと

思います。というのも、この年度末になると、こ

れから細かな事業の出る可能性は非常に高い。そ

ういう形で、平成24年度の事業が少ないと、こう

いうふうなご意見でしたが、この点については多

分私もまだ１年ちょっとなんでわかりませんが、

地元の中小規模業者に発注されるものは、これか

らちょっとふえてくると、年度末まで、そういう

ことも視野に入れております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） ぜひ地元の中小事業者、

しっかりフォローしていただいて、那須塩原市に

住んでよかった、那須塩原市でよかったという、

そういう実感を事業者に受けられるような、そう

いう財政支援お願いして、この項の質問を終わり

ます。 

  続いて、最後の質問に入っていきます。 

  ④農産物の放射能対策と支援についてです。 

  昨年からの新基準により、農産物の放射能対策

と風評被害による大きな負担を強いられ、特にシ

イタケ、キノコ栽培や山菜など、放射能の汚染に

より、農家は苦境に追い込まれています。 

  ①です。農家の補償と支援はどのように行われ

ていますか。 

  ②です。「国の中間答申以来」とありますが、

「中間指針」の誤りです。中間指針と訂正をお願

いします。それ以来、東電の賠償が狭くなったと

言われているが、賠償請求に対する対策はありま

すか。 

  以上、２点について答弁を求めます。 
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○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（斉藤一太君） ４の農産物放射能

対策と支援についての①農家への補償と支援につ

いてお答えいたします。 

  賠償請求に当たりましては、農業者みずからが

被害の深刻と賠償金を直接東京電力に請求する方

法と、東京電力原発事故農畜産物損害賠償対策栃

木県協議会を通じて請求する方法の２通りがござ

います。平成25年２月21日現在、協議会を通じた

那須地区の請求額は第19次請求までで約６億

3,600万円の請求に対しまして、約３億2,500万円

が支払われております。 

  一方、市の支援策といたしましては、農業者の

東京電力に対する相談業務や書類作成支援、農業

経営に必要な運転資金を融通する、「がんばろう

“とちぎの農業”緊急支援資金」に係る利子補給

を行っております。また、県の支援策として、シ

イタケ原木の入れかえ費用の２分の１の補助がご

ざいます。 

  次に、②東電の賠償が狭くなったと言われてい

ることへの対策についてお答えいたします。 

  東京電力に対する原子力損害賠償紛争審査会は、

賠償を円滑に進めるため、「東京電力株式会社福

島第一、第二原子力発電所事故による原子力損害

の範囲の判定等に関する指針について」を作成し、

損害に該当する蓋然性の高いものから順次追加し

ております。現在まで３回にわたる追加が行われ、

１月30日の第３次の見直しにおいて、栃木県が新

たに家畜飼料及びまき、木炭等、家畜排せつ物を

原料とする堆肥の２つの分野で風評被害対象にな

るなど、補償範囲の拡大が行われております。ま

た、中間指針に示されなかったものが直ちに賠償

の対象とならないというものではなく、個別具体

的な事情に応じて相当因果関係のある損害は賠償

の対象と認められますので、このような案件につ

きまして相談を受けた場合には、東京電力福島原

子力補償相談室を紹介するなどの支援に努めてご

ざいます。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 今、答弁がありました。

指針になくても該当する場合があるというので、

安心しました。 

  そういう中で、国が示している賠償の中間指針、

国は東電の態度に対して３月５日、東電に改善を

要請しています。ぜひこれからも市のほうではし

っかりと市の基幹産業である農業への支援にあわ

せて、こういった賠償もしっかりと市のほうで市

民に支援できるような体制をよろしくお願いいた

しまして、私の今回の一般質問を終わります。 

○議長（君島一郎君） 以上で、10番、髙久好一君

の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで昼食のため休憩いたします。 

  午後１時、会議を再開いたします。 

 

休憩 午後 零時０２分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（君島一郎君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 早乙女 順 子 君 

○議長（君島一郎君） 次に、16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） では、ただいまから一

般質問を始めます。 

  2013年３月議会の市政一般質問、最後の質問者
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となります。 

  私の議員としての最後の市政一般質問ともなり

ます。黒磯議会から通算22年間、一度も欠かした

ことがない一般質問は、今回で88回目となります。

月江市政から始まり、藤田市政、栗川市政と続き

ましたが、自治の視点からさまざまな質問をして

きました。昨年は放射能対策などの質問が多くな

りました。 

  今回の質問、市長の公約等と市政運営について

は、市長に対しての５度目の質問となります。私

は、チェック機関の議会の一員として、昨年当初

から１年間の市政運営を見てきました。市議とし

て22年の経験から、阿久津市政の初年度の評価を

行いながらの一般質問といたします。市政全般を

行うには時間がありませんので、福祉分野に限っ

て行います。 

  まず、公約５の中から、医療の充実、子育て支

援、障害者の支援、児童虐待・犯罪被害者への支

援から質問し、続いて、子ども、障害者、高齢者

に関する施策について質問いたします。 

  では、お聞きいたします。 

  ①子育て支援では、待機児童解消等のため、保

育園整備計画・後期計画の策定に向け作業を進め

ているとのことですが、前期計画は、民営化だけ

が目的ではと勘違いする内容でした。計画の目的

は民営化することだけが目的でなく、民営化も含

めて、保育の質を高め、保育事業をどのように充

実させるかなど、保育事業のあり方を示すものが

期待されます。待機児童解消のためといった単純

な数値目標だけでなく、計画策定の趣旨、何を目

指そうとするのかをお聞かせください。 

  ②現在、民営化に伴い保育の質が下がることが

ないような仕掛けとして、また、公の保育園の保

育の質がどのようなものかを知るために、福祉サ

ービスの第三者評価を受けていますが、今までに

受けた第三者評価から見えてきた課題はどのよう

なことかお聞かせください。 

  ③虐待防止に対応できるような子どもの権利条

約の制定を求めましたところ、児童虐待防止法な

どに加え、障害者虐待防止法が施行されたことに

合わせ、保健福祉部内に担当課による検討会を設

置し、各分野の現状把握、問題点、課題の洗い出

しを行い、総合的な虐待防止体制の整備に向けて、

条例化や組織の見直しも含めた検討を急ピッチで

進めているとのことですが、その検討内容と進捗

状況をお聞かせください。 

  ④公約の医療の充実、障害者の支援をあわせて、

重度心身障害者医療費助成を償還払いから現物給

付方式に変更してほしいと具体的に要望しました

ところ、「検討させていただきます」と市長の答

弁がありました。宇都宮市に続いて、来年度は日

光市も現物給付方式に変更するとのことです。来

年度、市単独で子ども医療費助成事業の対象を18

歳まで拡大することを提案しておりますが、ぜひ

県を待っていたのでは医療費助成は拡充できませ

んので、日光のように単独でも行ってはいかがか

と思います。 

  そこで同様に、那須塩原市も重度心身障害者医

療費助成も市が率先し、現物給付とし、現物給付

を認める方向に県を誘導してください。一県議で

はできなくても市長となった今はできますので、

決断してください。市長の見解を求めます。 

  ⑤平成24年６月に障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律、略称として障

害者総合支援法が成立し、平成25年４月１日に施

行されます。その中で、障害者の範囲の見直し、

障害者支援区分への名称・定義の改正、障害者に

対する支援では、重度訪問介護の対象拡大、共同

生活介護の共同生活援助への一元化、地域移行支

援の対象拡大、地域生活支援事業の追加、サービ
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スの基盤の計画的整備が求められていますが、そ

れらに関してどのように取り組もうとしているの

かお聞かせください。 

  ⑥障害者自立支援法を廃止し、障害者総合支援

法とするまでのつなぎ法で、相談支援体系が見直

されました。それを受けて、相談支援の充実とし

ての基幹相談支援センターの設置と役割をどのよ

うに考えていますか。 

  市町村による相談支援事業、サービス等利用計

画では指定相談支援から計画相談支援となって、

今年度どのような変化がありましたか。計画相談

支援での課題はどのようなことですか。相談支援

専門員によるサービス等利用者計画とサービス管

理責任者による個別支援計画の作成に関して、計

画相談支援の質を高めるような市としての取り組

みを伺います。また、自立支援協議会の役割をど

のように位置づけましたか。今後どのようにこの

協議会を生かそうと考えているのかお聞かせくだ

さい。 

  ⑦デマンド交通の導入を契機として、高齢者外

出支援タクシー料金助成事業を平成25年９月30日

をもって廃止するとの提案ですが、昨年策定した

高齢者福祉計画によって実施している事業です。

この制度は、単なる外出支援にとどまらず、介護

保険では対応できない高齢者の通院や買い物の足

となっています。デマンド交通の導入はゆ～バス

の見直しとセットであることは理解できます。し

かし、高齢者外出支援タクシー料金助成事業の廃

止とセットはお門違いです。廃止によって通院で

きなくなる高齢者がいます。デマンド交通の導入

で代替できません。今の高齢者外出支援タクシー

料金助成事業に問題があるなら、昨年度の高齢者

福祉事業計画時に見直しを行った事業などと同様

の手順を踏むべきです。デマンド交通が高齢者外

出支援タクシー料金助成事業を包括できるのか、

デマンド交通がどれほど万能なのかお聞かせいた

だきたいと思います。 

  以上で１回目の質問です。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君の質問

に対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 早乙女順子議員の質問に

順次お答えいたします。 

  まず、公約と市政運営についての質問でござい

ますが、①の保育園整備計画についてであります

けれども、平成20年５月策定した前期計画におい

て、平成24年度に平成25年から28年までの計画期

間とした後期計画を策定すると定めていることか

ら、現在、後期計画の策定を進めております。 

  保育の質の向上、保育事業の充実などの取り組

みについては、主にソフト事業での保育環境の改

善を図るため、保育園における保育の質の向上の

ためのアクションププログラムを策定し、公立、

私立ともにそれぞれが課題と目標を設定し、取り

組んでおります。 

  一方、保育園の整備計画は主に施設整備などの

ハード事業に取り組むための基本的な考え方を示

すものとして策定するものです。後期計画では、

子ども・子育て関連３法を見据えた対応、入園待

ち児童及び定員超過児童の解消、少子化の進展を

考慮した保育園整備、公立保育園の民営化の推進

を基本方針として、具体的には、私立幼稚園の認

定こども園移行の促進、公立保育園の民営化の促

進、民営に移管した保育園の整備促進、既存保育

園の定員増、認可外保育園施設の小規模保育園移

行の促進などに取り組むことを考えております。 

  また、施設整備とあわせて特別保育の充実、ア

クションプログラムの推進など、ハード、ソフト

の両面から保育環境の改善を図り、保育サービス

の向上に努めてまいります。 



－279－ 

  次に、②の第三者評価から見えてきた課題につ

いてですが、主なものとしては、まず、園内にお

いては情報が職員全員に伝わらないなど、職員間

の共通理解が不十分であることが見えてきました。

また、保育園指針に基づき、自己評価に取り組ん

でいきますが、職員全員での検証、改善計画の検

討にまでは至っていないことがあります。園外に

おいて、地域に対する情報発信や保育園の有する

専門的な機能の提供が不十分であると指摘されて

います。 

  次から、ずっと長いんですけれども、保健福祉

部でよろしくご答弁お願いします。 

○議長（君島一郎君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） ③以降につきまし

ては、私のほうから答弁をさせていただきます。 

  ③の総合的な虐待防止体制の整備に向けた検討

内容と進捗状況についてお答えいたします。 

  現在、保健福祉部内に児童、高齢者、障害者、

ＤＶ担当による検討会を設置し、市民が相談しや

すく迅速かつ適切に虐待、ＤＶケースに対応する

ために必要な仕組みと、その包括的な体制づくり

の検討を行っております。その中で、虐待やＤＶ

は孤立死、自殺、ひきこもりなどと同様に、複雑

な要因が絡み合っているため、市民が抱える問題

の複雑化、重層化、また保健福祉制度やサービス

の専門化、複雑化により、市民には相談等の支援

のための制度やサービスがわかりにくいなどの課

題が上がっております。このため、児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉の総合的な相談機能や調整

機能の構築、関係機関団体等とのネットワークの

構築や支援機能の検討、地域支援員制度含めた社

会福祉協議会との連携強化など、総合的な虐待防

止体制の検討を進めておるところでございます。 

  さらに、今後は条例化についても先進的な自治

体の状況を踏まえ、検討を進めたいと考えており

ます。 

  次に、④の重度心身障害者医療費助成方法の変

更についてお答えいたします。 

  償還払いから現物給付方式に変更することで、

対象者の負担軽減、利便性の向上につながること

は十分に承知しております。障害者支援の一つで

ある本制度は、持続可能なものでなければならな

いものと考え、変更に伴う新たな財政負担は大き

な課題であると認識しております。 

  したがいまして、平成24年９月議会で答弁させ

ていただきましたとおり、財政負担の軽減を図り

ながら現物給付方式とするには、県における現物

給付方式の導入が必要であると考えております。

このようなことから、引き続き現物給付方式の導

入について県への要望等の取り組みと検討を進め

てまいります。 

  次に、⑤の障害者総合支援法で求められるもの

にどう取り組もうとしているのかとのご質問にお

答えいたします。 

  障害者の範囲の見直しにつきましては、障害者

の定義に新たに追加される難病等の方がひとしく

サービス等を享受できるよう、十分な制度の周知

を行いたいと考えております。 

  また、サービス利用のための認定調査や審査に

必要な難病等に対する知識について、職員はもと

より認定調査員等の関係者の理解の習熟に努めま

す。 

  障害程度区分から障害者支援区分への名称、定

義の改正につきましては、認定区分が個々の特性

等に応じた標準的な支援の度合いを示すものと定

義され、国の状況調査により一次判定において低

く判定される傾向にあるとされておりました知的

障害、精神障害について、今後適切な配慮、その

他の必要な措置を講ずるとしていることから、国

の検討状況を注視しながら、適切に対応したいと



－280－ 

考えております。 

  重度訪問介護の対象拡大及び共同生活介護の共

同生活援助への一元化につきましては、平成26年

４月１日の施行に向け、事業を実施する事業所等

と連携をとりながら、対応を図ってまいります。 

  地域移行支援の対象拡大につきましては、施設

や精神科病院に入所、入院している現行の支援対

象者に保護施設、矯正施設を加えるものでござい

ます。現在、平成24年度から施行された地域移行

支援事業について、県北地域の相談支援事業所、

医療機関等とともに事業推進に向けた検討会を実

施しているところであり、対象拡大についても検

討の場を設け、対応していきたいと考えておりま

す。 

  地域生活支援事業の追加につきましては、意思

疎通支援や成年後見制度の啓発事業を通して、障

害者に対する理解啓発、地域における自発的な取

り組みや各障害福祉関連団体への支援を実施いた

します。 

  サービス基盤の計画的整備につきましては、平

成23年度に策定した那須塩原市障害福祉計画にお

いても、障害者ニーズ等を把握し、当事者や家族

の参画のもとに策定したものでありますが、今後、

自立支援協議会の進捗管理のもと、必要に応じて

計画の変更を行うなど、対応をしていきます。 

  次に、⑥の相談支援の充実及び自立支援協議会

についてのご質問にお答えいたします。 

  本市の障害者相談支援事業は、現在３事業所に

委託しております。そのうち２事業所につきまし

ては、大田原市、那須町とあわせ、広範囲にわた

る支援を行っております。その相談支援の内容は

さまざまでございます。特に権利擁護にかかわる

問題や支援が困難なケースに対して、きめ細やか

な支援を行うには、これらを所管し、専門的に対

応する基幹相談支援センターの役割は非常に重要

であると認識しているところでございます。 

  指定相談支援から計画相談支援となっての変化

でございますが、受給件数が平成23年度、１件だ

ったのに対しまして、今年度はこれまでに７件の

支給決定をしております。平成26年度末までに全

てのサービス利用者が計画相談を実施することに

なりますが、相談支援専門委員の人数が利用者数

と比較し、不足しているため、さらなる事業所の

指定及び専門員の育成が必要であり、相談員のス

キルの向上とあわせて、今後の課題として捉えて

おります。 

  サービス等利用計画と個別支援計画の作成に関

する計画相談の質を高める取り組みについてでご

ざいますが、障害者の支援には、相談支援専門員

とサービス管理責任者の継続した連携が不可欠で

あり、加えて複数の関係機関がかかわっていくこ

とが必要ですので、自立支援協議会を中心とした

ネットワークの環境づくりに取り組みます。 

  また、こうした相談支援事業は連携が必要であ

ることから、今後個々の課題を踏まえながら、基

幹相談支援センターの設置も含めた一体的な相談

支援体系の構築に向けて検討を進めてまいります。 

  自立支援協議会は、障害福祉に関する地域課題

の抽出と対応策の検討を行い、これまで障害者に

対する理解促進及び障害者や家族の意見の場づく

りのため、市内事業所による共同販売会やふれあ

い懇談会などを実施してきたところでございます。 

  今後も関係機関の中心的な組織として、障害者

の地域生活、就労、権利擁護など、那須塩原市の

障害福祉の充実に向けて、必要な施策の提言をい

ただきたいと考えております。 

  最後に、⑦のデマンド交通が高齢者外出支援タ

クシー料金助成事業を包括できるのかとのご質問

にお答えいたします。 

  今回の高齢者外出支援タクシー料金助成事業の
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見直しの結果、事業を廃止して従来のゆ～バスに

デマンド交通を加えた新しい公共交通システムに

シフトした形となります。従来の高齢者外出支援

タクシー料金助成事業におきましては、市街地か

ら離れた場所で生活する利用者にとっては、利用

券を使用しても差額が生じ、自己負担が大きく、

利用しづらいという声がありましたので、新シス

テムを利用する場合は停留所まで行く負担が加わ

るものの、病院や駅などの目的地に低額の負担で

利用が可能となります。 

  また、生活している場所に関係なく同じ料金で、

高齢者に限らず誰もが利用できますので、一般の

市民にも理解が得られるものと考えております。 

  10月からスタートする新公共交通システムが、

高齢者にも使いやすくなるよう２年間の試行期間

の中で十分検討してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 最後の質問だと思って、

無謀に通告をしたような項目の多さに、自分でも

ちょっとあきれているんですけれども、それなの

で、時間がなくなるといけませんので、割と答弁

を求めて、そして次に移っていくという、とても

速いスピードでやっていこうと思いますので、答

弁よろしくお願いいたします。 

  まず、25年度から28年度までの計画を後期計画

とするということで、現在、策定を進めているそ

の計画、後期計画というのは今月末にでき上がる

という理解でよろしいですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 一般の市民の方、

関係者の方に入っていただきまして、整備懇談会

を開催してございます。その方々の意見等も十分

お聞きをしましたので、今月の庁議におきまして、

庁内的には原案という形で決定をしたいかなとい

うふうに考えているところでございます。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） あと、先ほどの答弁の

中で、子ども・子育て関連３法を見据えた対応を

するというふうにあったかと思うんですけれども、

新制度というのは、平成27年４月から実施される

ことが見込まれていて、新制度の移行に先立って

25年度から準備して、子ども・子育て支援に関す

る市民のニーズ調査をした上で、地域の保育需要

等を踏まえて、子ども・子育て支援事業計画を策

定するとされております。この子ども・子育て支

援事業計画と、今回でき上がってくる保育園整備

後期計画と、それと次世代育成支援対策行動計画

の後期計画との位置づけ、どのようになってきて、

どこがこの整備計画が、それとどういうふうに関

係してくるのか、ちょっとわかりやすく整理して

ご答弁ください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 子ども・子育て関

連３法につきましては、昨年６月に公布というこ

とでございます。 

  ただ、施行日につきましては、まだ不確定とい

いますか、決定してございません。例の消費税の

増税法案との絡みで施行日が決まるというふうな

流れになってございます。 

  その中で、ただいま議員がおっしゃいました子

ども・子育て会議、それから、保育の需要、供給

のニーズ調査ですね。それについては本年の４月

１日から一部試行という形になります。これにつ

きましては、今現在、子ども・子育て会議の設置

に向けた条例化の検討を現在してございます。さ

らに、ニーズ調査でございますけれども、これに

つきましては、まだ国のほうでも調査の内容等に
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ついては決まっていないといいますか、そういう

状況でございますので、早くとも年度の後半あた

りに開始するようになるのかなということでござ

います。 

  さらに、新制度につきましては、システムの改

修等も必要になってくるわけでございますけれど

も、こちらについては、いずれもまだ国、県のほ

うでもはっきり決まってございませんので、それ

らを見ながら補正予算のほうで対応させていただ

きたいかなというふうに思ってございます。 

  それと、その新法で求めております、いろいろ

な先ほどの支援事業計画ですとか整備計画につき

ましては、今回も後期計画を策定する中で、それ

を、その動向をにらみながら、いつでもその新法

が施行されれば、そちらに若干のアレンジなりは

必要になると思いますけれども、移行できるよう

な形で、対応させる形での計画を今現在、策定中

でございますので、その新法が施行されましたら、

そちらのほうに乗りかえていきたいというふうな

ことでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） じゃ、幾つか確認させ

ていただきます。 

  地方版子ども・子育て会議は条例化するつもり

で、もう準備をしているという、これは設置努力

義務ですけれども、とりあえず、きちんと設置し

てやっていこうという意思はおありだということ

で間違いありませんね。 

  それとあと、今、さまざまな計画、保育園整備

計画もでき上がってきますし、次世代育成支援行

動計画の後期計画もある。そこら辺が全て明らか

になった時点でニーズ調査をして、そして、子ど

も・子育て支援計画に集約されていくというよう

な認識でよろしいですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） そのような認識で

結構でございます。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） そこでお聞きいたしま

すけれども、本当でしたら、わからない、わから

ないというふうに答弁をしていましたけれども、

実際には国のほうから、ある程度先に準備しなさ

いということで、それで、25年度の当初予算では

条例化するなら条例化の費用、そして、ニーズ調

査の費用を計上しなさいというふうにありますけ

れども、それは計上をなぜしとかなかったんです

か。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 今、議員がおっし

ゃいましたように、地方自治体において必要とな

る事項ということで、25年度の予算の確保という

ようなことで国のほうから流れては来てございま

すけれども、先ほど言いましたように、その具体

的な内容が、まだはっきりしてございませんので、

ある程度見えてきた段階で、まとめて予算化をし

たいという考えでございまして、当初予算では見

送らせていただいたということでございます。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 介護保険のときと同じ

ように、国は決めなきゃならないことをおくれお

くれになってくるけれども、スタートするのは変

わりないということですので、この辺の予算措置

はしておくべきだというふうに私は思いました。 

  あと、地域の実情に応じた事業内容の検討とか

放課後児童健全育成事業の基準の条例の検討など

もスタートしなきゃならなくなると思うんですけ

れども、学童クラブの関係者との協議は始めまし



－283－ 

たか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（山﨑 稔君） 学童クラブにつきまし

ては、協議についてはまだ協議の段階に入ってい

ないというのが現実でございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 今後、安心こども基金

との関係が整理しなきゃならないものが出てくる

と思うんですけれども、どのようなものですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 先ほど申しました

ように、この財源の手当てにつきましては、例の

消費税増税との絡みがあるということで、その辺

がまだ不透明な部分があるということでございま

す。今現在は安心こども基金で、これは単年度事

業でございますので、非常に先が見えないという

中で、先ほど市長のほうから答弁さしあげました

認定こども園ですとか、いろいろな施設整備につ

いてなかなか規模といいますか、建てかえとか移

行しようということになっても、その財源のほう

が見えてこないということになってございます。

私どもも一刻も早くその辺が基金から別な恒久財

源というふうになるように、見守っているといい

ますか、そういう段階でございます。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 学童クラブとの協議と

いうのは、なるべく早いうちにしておいてくださ

い。なぜかというと、さっき言った保育園整備計

画のニーズ調査では大体できません。ですから、

それで学童クラブは６年生までが対象となるわけ

です。ですから、子ども・子育て保育のニーズ調

査をするときに、学童保育がきちんと入ってなき

ゃいけないことに今度はなりますので、その辺が

問題である、今までの担当部局二重行政と言われ

ていたもの、それが今度三重行政になっているん

ですか、今ね。というような状態になっています

ので、国の動向をきちんと把握している市町村だ

というふうに、この間、市長が答弁していました

ので、抜かりがないようにやっておいていただき

たいというふうに思います。 

  認可外保育施設が家庭的保育、小規模保育へ移

行することということを山本議員のときに、そう

いうことを期待して答弁しておりましたけれども、

認可外保育を運営する事業者に対して、現在保育

園などを運営している法人と同じように客観的認

可基準への適合に加えて、経済的基礎、社会的信

望、社会福祉事業の知識経験に関する要件を満た

すことというのが求められています。保育の質と

関係しますので、この要件、安易に下げることも

できませんので、部長が一昨日答弁したように、

たやすいことでないというふうに思いますけれど

も、那須塩原においては、この家庭的保育、小規

模保育への移行、これが都会での待機児童解消じ

ゃなくて、地方でもメリットがあるんだというこ

とを国は言っておりますけれども、どのようなこ

とが那須塩原市では課題になっているのか、聞か

せてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 先日も答弁の中に

入っていたかなというふうに思いますけれども、

この後期計画を策定するに当たりまして、今現在、

市内で保育事業を実施をされている認可外保育施

設の関係者も含めまして、30の事業体に調査をし

てございます。その中でいろいろ認可外保育所の

関係者の方からも意見等をいただいておりますけ

れども、一番はやはり運営費が少人数であるとい
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うこともございまして、不安定だということが見

えてきているかなというふうに感じております。 

  さらに、特に待機児童といいますか、入園待ち

児童の解消のために一翼を担っていただきたいと

いうふうなことでお願いをしておりまして、先ほ

ど市長のほうから答弁しました、小規模保育園、

それについては認可を得るような形にもちろんな

るわけでございますので、その辺のノウハウとい

いますか、それについて市のほうの支援が欲しい

というふうな声も中には入ってございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） その辺のところを含め

て課題たくさんありますので、早いうちから取り

組んでおいていただきたいと思います。 

  ②の再質問に移ります。 

  第三者評価結果で指摘された課題については、

それぞれの保育園ではどのように受けとめたのか

お聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 現在までに公立の

４つの保育園で第三者評価を受けてございます。

それぞれに保育園によって多少ご指摘といいます

か、改善を求める内容が違ってはございますけれ

ども、代表的なものにつきまして、先ほど市長の

ほうから答弁を申し上げたところでございます。

その中で、中に受けとめた保育園のほうにつきま

しても、その評価書の中で第三者評価結果に対す

る事業者のコメントということで、保育園の中で

それを受けとめた結果が記載がありますけれども、

まさにそのご指摘のとおりですよということで、

今後それらについては保育園を挙げて対応してい

きたいということで受けとめているところでござ

います。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） この第三者評価は、指

摘されたこと以上に自己評価によってみずからの

気づきのほうが大切で、改善に結びつくという手

法です。先ほどの答弁で、職員全員での検証とか

改善計画の検討ができていないというようなこと

がありましたけれども、それはなぜなんでしょう

か。民営化のために義務化されたので、ただ、や

ればいいというふうに思ってはいませんか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 先ほど市長のほう

で答弁を申し上げました、アクションプログラム

ですね、こちらについても、その自己評価なり第

三者評価ということで、保育の質を高めていくん

だと、保育園につきましては地域における子育て

の専門機関、保育所については専門家になるとい

うふうなことでのアクションプログラムでありま

すので、ご指摘をいただいたものについては、そ

のとおりに受けとめている結果なのかなというふ

うに思います。 

  ただ、今現在までその指摘を受けるに至った経

緯につきましては、ご承知のとおり保育園につい

ては正職員よりも、その倍以上の臨時職員といい

ますか、早番、遅番、さらにはパートということ

で、そういう職員の状況でございますので、それ

らそういう方も含めた全員、保育園の職員全員が

共通の認識を持って、共通の目的を持ってという

ふうな体制になるのは、なかなか今まで大変だっ

たのかなというふうな感じはしてございます。そ

れについても、ほとんどの保育園でそのようなこ

とでご指摘といいますか、いただいておりますの

で、できるだけ事務的なものについてはマニュア

ル化するとか様式化するとかいうことで、できる

だけそういう時間は省略できるような形にしまし
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て、職員の意思疎通のほうに時間を割いていくよ

うな方向でというふうなことで、園長会議等でも

話をしているところでございます。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 職員のみずからの気づ

きの中で保育の質の向上のためのアクションプロ

グラムを行うということが出てきたんだというこ

とで、ぜひその辺はみずからの気づきによって出

てきたことなので、実行していただきたいという

ふうに思います。 

  実際に、この第三者評価や自己評価を行って、

そして公立から民間に引き渡しをしたときに、引

き継ぎのときにはどのような課題が残りながら引

き継ぎをしますというようなことを言って民間に

渡していますか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 先ほど今まで４つ

の保育園が評価を受けましたということでござい

ます。全て公立の保育園が受けているわけでござ

いますけれども、その中で民営化になりました、

ゆたか保育園が１度受けてございます。その中で

は、当然この第三者評価の結果についてもお示し

をしながら、１年間かけてその委託先の事業者と

１年間を通して引き継ぎをしている中で、このよ

うなことについても明らかにしながらやって引き

継ぎをしてございまして、民営化後３年以内に、

その民営化されたこの事業体が、また第三者評価

を受けるという移管条件になってございますので、

その辺については当然引き継ぎをしているという

状況でございます。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 全てが公立の保育園民

営化するわけでないので、残りの公立の保育園の

質を確認するためには評価を受けなきゃいけない

と思うんですけれども、今後どのように考えてい

ます。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 残りの保育園につ

きましても、順次もう計画ができているんですけ

れども、年間２カ所、３カ所ということで、全て

の公立保育園については第三者評価を受ける予定

となってございます。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） この項最後の確認をさ

せていただきますけれども、民営化された保育園、

そして、３年後に第三者評価を受けることになっ

ているということですので、民営化前と民営化後

の評価の比較というものを保護者ができるような

工夫というのは何か考えていますか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） いずれも既に受け

ている４つの園についても公表はしてございます。

これから移管した後、受けるに当たりましても、

公表ということでありますので、比較等について

はできる状態になってございます。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） ただ、公表されている

からいいということではなく、もうちょっと何か

仕掛けないんですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 保護者会等で常に

保護者会の意向を受けながら、よりよい保育とい

うことで、どこの園でもやってございますので、

移管になった後のところについても子どもから入

りまして、保護者会と事業者と、それから、市の

ほうということで定期的に協議等もするようにな
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ってございますので、その中でそのような場をつ

くってやっていければいいかなというふうに思っ

ております。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） その辺のところで十分

な情報を提供をするということをしていただきた

いというふうに思います。 

  では、③の再質問に移ります。 

  先ほど、総合的な虐待防止の体制をつくって、

毎回この答弁なんですけれども、その中で今後、

検討する条例というような言い方をしたんですけ

れども、それって実際にどういう条例なんですか、

名称でもいいし、何と何と何に関する条例とも、

ただ、今後検討する条例とかという言い方なので、

もうちょっと具体的な何を目的とする、どういう

分野の条例なのか、ちょっと聞かせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 庁内で横断的に組

織をつくって、中間のまとめは１回やらせていた

だいた状態でございますが、条例化につきまして

も、それぞれのといいますか、先進の自治体でい

ろいろな形のものがございます。それについては、

まだ私のほうではちょっとどんなふうなこととい

うことではありませんけれども、とにかくその福

祉事務所と、それから、関係している機関が横断

的に、単なる虐待防止条例とかということではな

くて、もうちょっと膨らませた形といいますか、

トータルサポートというような形でできないかな

というふうなことで考えてはございますが、まだ

ちょっと白紙の状態でございます。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 今お答えになったのは、

児童虐待防止、ＤＶ防止、障害者虐待防止、高齢

者虐待防止ということで、４つの防止法ができた

ので、それに対応するような条例がトータルサポ

ートができるようなということで考えているとい

うことで、そういうさまざまな虐待に関する総合

条例というニュアンスですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） それぞれの虐待事

案といいますか、虐待に対する対処方法というの

は、その個別個別で今までもマニュアルといいま

すかがございます。 

  問題は、その再発をどいうふうに防いでいくか

ということでございまして、それについては総合

的な相談支援のシステムといいますか、そういう

体制が必要なのかということで、私のほうでトー

タルサポートというふうに、これは私個人のイメ

ージに近いんですけれども、そういう考え方も取

り入れるべきではないかなというふうに考えて答

弁をさしあげました。実際には、まだ白紙の状態

ということで。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） ここのところで、今回、

児童虐待防止に対応できるような子どもの権利条

例の制定等を絡めて聞いてみたんですけれども、

どうも総合虐待防止条例というものをイメージし

て、ちょっと私の質門とずれちゃっていると思う

んですけれども、ということは、ここで先ほど言

っていた先駆的な自治体の状況を踏まえ、検討す

るということは、子どもの権利条例のことではな

かったんですね。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 申しわけございま

せんけれども、子どもの権利条例との絡みは意識

はしてございません。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 
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○１６番（早乙女順子君） これに関しては、いず

れ４つの防止法ができたんだから、市町村でも、

いずれ４つの条例に対応できるようなものは持っ

てはということを聞いていましたので、それはそ

れで部長の意思を引き継ぐ方たちが実行していっ

ていただければいいんですけれども、答弁の中で

ちょっと気になるものがありまして、先駆的な自

治体の状況を踏まえ検討するということなんです

けれども、なかなかな先駆的な自治体というのは

ないと思うんで、私はこれは子どもの権利条例の

ことだというふうに思っていたんで聞いてみよう

かなと思ったんですけれども、そういうことでは

ないということで、先駆的な内容があってという

のを思いながら、じゃ、先駆的な自治体というん

だから、もしかしたら子どもの権利条例のことか

なと思いながら、すごく主語がなくてあいまない

やりとりをしてしまいましたけれども、わかりま

した。 

  ４つの防止法ができて、それを受けた条例化す

るということも前向きに検討なさっているような

ので、それは引き継いでやっていただきたいと思

います。 

  そもそも先駆的な自治体であっても、まねをす

ることがあってはいけないというふうに私は思っ

ています。なぜならば、国が示す準則によって条

例をつくってきた長い経験がありますので、やは

り条例というのは那須塩原市独自で条例をつくる

ということをしなくては意味がないということを

申し添えて、次の質問④のほうにつなげます。 

  ④のところですけれども、宇都宮市の佐藤市長

が公約を実現して、今年度からは、その前に鹿沼、

芳賀町がありますね。そして、今年度から日光市

が加わっていきます。先ほど県に働きかけて、県

へ要望するということですので、今の福田知事を

考えると、大体半分ぐらいのところがやったら、

そろそろ県がやるかというような、割と消極的な

方なので、それを待つしかないという理解ですか

ね。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 以前の議会でもお

話しといいますか、答弁させていただいていたか

というふうに思いますけれども、昨年の市町村長

会議ですね、県の、その中で宇都宮市が皮切りだ

ったかというふうには思いますけれども、県のほ

うに要望しましょうということで要望をしたと。

それを受けまして、県と市町村長会の代表の市町

村で検討に入っているということでございまして、

先ほど議員がおっしゃいましたように、宇都宮市

が去年の10月から実際実施をしてございます。そ

の中で、宇都宮市の状況を、１年間の状況ですね、

それまでにその現物給付になると給付がふえて負

担が大きくなるよとか、いろいろな課題があった

かと思いますので、それについて宇都宮市の状況

を見ながら、25年度におきまして結論が出ればい

いですけれども、再検討をしていくというふうな

流れになってございますので、今現在、私どもの

立場ではその推移を見させていただいているとい

う状況でございます。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） そういう答弁なので、

この項の質問、ちょっと一時停止で、次の質問で

ある障害者総合支援法に関してちょっと質問をし

たいと思います。 

  この質問をする前に、前提として国連障害者の

権利条約にさかのぼって確認いたします。 

  2006年12月に採択された国連障害者の権利条約

は、障害のある人の基本的人権を促進、保護する

こと、固有の尊厳の尊重を促進することを目的と

する国際的原則です。2008年にはエクアドルが批
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准して、批准国20カ所になったので、これによっ

て障害者の権利条約は発効しております。 

  日本というと、2007年に国連において障害者権

利条約に署名していますが、署名したまま批准で

きておりません。署名したということは、国は批

准の意思はあるということだと思いますが、批准

できないのは国内法がきちんと整備されていない

からだというふうに思います。障害者基本法改正、

総合福祉法改正などが批准できていない大きな課

題となっているため、障害者権利条約の批准に向

けて、国内法整備の一環して2011年７月、障害者

基本法の一部を改正する法律が成立して、2012年

６月、障害者総合支援法も成立したのだと思いま

すけれども、国にいた副市長は、このような認識

ですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（渡邉泰之君） 急になぜ私が指名される

のか少しわかりませんけれども、実際、国のほう

でどういう動きがあるか知りませんが、署名はし

たけれども、批准をしないという場合には、大体

の場合は国内法の整備、それが国内の政治状況も

含めて整っていない場合におくれる場合が一般論

としてあるのではないかと思います。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 今も副市長の答弁にあ

ったように、批准には国内法がきちんと整備済み

であるということ、現に障害者に対する差別不利

益が認められないということが必要なんだという

ふうに私は思います。そのためには、法律だけで

なく障害者が生活する市町村が自立支援の取り組

みをしなくてはならないというふうに私自身は思

うんですけれども、障害者総合支援法に関しては

施策を実施するという上で、その認識はございま

すか。これは部長、お答えください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 障害福祉施策につ

きましては、今までも目まぐるしく展開が変わっ

てきたということでございます。その辺の原因も、

今、議員がおっしゃられていたような国内法の核

となる考え方というのが、はっきりしていないせ

いもあったのかなというふうに感じているところ

でございまして、そのとおりではないかなという

ふうに感じております。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） じゃ、副市長と部長と

聞いたので、障害者支援を公約として打ち出して

いる市長は、日本は条約を批准したほうがよいと

いうお考えはお持ちかどうか聞かせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 私この点について、いろ

いろ事情聴取をしたり、あるいは庁内の打ち合わ

せをしたりという体験ございませんので、ここで

はみずからの意思がどうだということを差し控え

させていただきます。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） とっても意外な、普通

は障害者の支援を公約としているならば、障害者

の状況を改善するために明確に条約は批准すべき

だというふうに単純に言えると思って私、聞いた

んですけれども、どこと協議をしていないんで答

えられないのかちょっと、ちょっとどなたに相談

しないと答えられないことなのかがわからない。

これは私は自分の個人的な今までやってきた活動

の中で批准すべきだというふうに明確に、すぐに

答えられるんですけれども、それが答えていただ

けないということですので、実際に今、行われて
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いる整備というものは全部障害者の権利条約がバ

ックボーンにあって、障害者を保護の客体から権

利の主体と捉えるということとか、障害とは社会

との関係によって生じるとの考えが明確になって

いるのも、そのせいだというふうに、そのためだ

と思います。これまでの考え方を根本から転換す

ることがないと障害者の支援はできない。 

  じゃ、ちょっと聞き方を変えてみます。 

  障害者の障害というのは、社会との関係によっ

てご本人が障害なのではなく、社会との関係によ

って生じる、この意味は市長、おわかりになりま

すよね。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） ただいまの質問は、その

ように私も理解をしております。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） よかったです。これが

わかりませんと言われちゃったら、私どうしよう

かなと思って、本当に障害を持っている方は、本

人が障害なのではなく、社会との関係によって生

じるんだ、この認識がきちんとみんなが持たない

と、先ほどの一時停止した４番に戻りますけれど

も、県のように重心の償還払いをなかなか現物給

付にしないなんていうことが起きます。 

  障害とは、社会との関係によって生じるものと

いうことに立てば、県がとっている償還払い、そ

れで市町村に縛りをかけてくるということ自体が

障害であるというふうに私は思います。ですから、

県は早急に償還払いを現物給付に変える。市町村

への縛りをなくすということをすれば、市町村が

現物給付にできるということになりますので、そ

のようなところもきちんと県のほうに伝えて、た

だ、してくださいではなくて、あなたがやってい

ることは障害とは社会との関係によって生じるも

のということをご理解なさっていないんですよと

いうことぐらい言っていただきたいなというふう

に思います。 

  次の質問、５、６は一括して再質問いたします。 

  この５番目のところで、今回、障害者総合支援

法が成立して難病等が障害者の定義に加わりまし

た。先ほども十分な制度の周知を行うというふう

におっしゃていましたけれども、難病の人は計画

相談支援、どこにまず行けばいいというふうにお

考えですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 今回の改正で新た

に難病への支援ということで加わったと。相談支

援につきましては、やはり今、皆さん難病という

ぐらいなんで、それぞれの病院に行っているかな

というふうに思いますので、その病院のまずソー

シャルワーカーが第１番かなと、その中で通常の

ネットワークの中で市のほうなり、そういうまだ

相談支援センターのほうでは体制がまだ整ってい

ないと思いますので、市のほうになるかなという

ふうに思っております。 

○議長（君島一郎君） 質問の途中ですが、ここで

10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時００分 

 

再開 午後 ２時１０分 

 

○議長（君島一郎君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） もう一つだけ、ちょっ

とここの⑤でお聞きいたします。 

  地域移行支援の対象拡大で大切なことというの
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は、特に精神病院などに長期に入院していた人の、

ここである方が言っていた言葉が私はすごく印象

的だったんですけれども、「忘れられたニーズを

どう引き出すかです」というふうに私、聞かされ

たんですね。そうなんだなって、長く入院させら

れていると、自分の要望、要求を言えなくなって

しまうんだな。それを相談支援事業者は具体的に

引き出さなきゃいけないわけですけれども、そう

いうような相談事業所を具体的に、この那須塩原

市ではどこが担えるというふうに思いますか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 地域移行支援の対

象拡大ということで、先ほどの答弁の中にも入っ

ておりましたけれども、まさに今、議員がおっし

ゃったように、その受け皿、支援をその方々の声

なき声といいますかを引き出す相談支援の体制が

重要だということで、今現在も例えば犯罪を犯し

て刑務所等に入るよりは、そういう措置入院等で

一定期間精神科の病院に入院されている方、そう

いう方についても、なるべく早く地域に移行しよ

うということで、いち早く取り組みがなされてお

ります。その中の取り組みにおきましても、本市

については今現在、相談支援をやっております、

ゆずり葉さんがかかわっていたかなというふうに

思いますので、本市においてはそういう状況かな

というふうに思っております。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） ゆずり葉にしても、相

談支援センター、行政がやるべき相談を委託で受

けていますよね。そうしたときに、現在の委託形

態で担えるのかどうかということで、基幹型の相

談センターの役割というのが必要になるというふ

うに思うんですけれども、今のような委託状況で

は、それが担えるというふうに思えないんですけ

れども、そこをどのようにお考えですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 先日来の地域包括

ケアの話と似ている感じになりますけれども、そ

の辺は私どももいつも思っております。そういう

中で、福祉事務所の中に、精神担当の保健師なり

精神福祉士、そういう者の配置をということで、

人事ヒアリング等でも申し上げているところでご

ざいまして、今まさに委員がおっしゃったような

形で基幹型の支援センター、これが重要になるか

なというふうに思っております。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 私も基幹型の相談支援

センターは本当に重要だというふうに思います。 

  その基幹型の相談支援センターということは、

総合相談、専門相談ができるワンストップの窓口

にならくてはならない。３障害全てに対応できる

ところでなくてはいけない。その上に権利擁護、

虐待防止と、あと先ほど話していた地域移行、地

域密着に取り組む、この地域の相談支援の拠点と

して総合的な相談業務を担うということになると

思うんですけれども、実際に今の委託状況、近隣

の市町村と一緒に知的と身体は１カ所で、精神は

あと通訳をという、こういう状況の中で、ワンス

トップ窓口で３障害に対応できるということがち

ょっと考えられないんですけれども、その辺どの

ように今後していこうとするか、何か案があるん

ですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） まさに今、議員が

おっしゃられたとおりでございまして、今回の総

合支援法への移行におきまして最大の課題かなと

いうふうに思っているところでございます。大田
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原市と那須町と相談支援事業、２つの事業につい

ては共同設置ということで今までもやらせていた

だいているわけでございますけれども、そこに健

康福祉センター等も入っていただいて、何とか設

置に向けていかなければならないかなというふう

に思っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 身近な市町村に３障害

に対応できるような基幹型の相談支援センターと

いうのは、絶対に必要になりますので、今のあり

方とはちょっと違ってきてしまうので、そこを十

分に検討していただきたいというふうに思います。 

  じゃ、⑥の最後になりますけれども、地域自立

支援協議会ということで、つなぎ法で求めている

市町村の自立支援協議会のつくり方と、那須塩原

市の障害福祉計画でできている自立支援協議会と

いうのは、ちょっと違うというふうに思いますけ

れども、今後それをどういうふうに変えていくお

つもりなのか聞かせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 今まで、現在も那

須塩原市の自立支援協議会につきましては、障害

者本人、それから、ご家族の方等についても入っ

て一緒に活動させていただいているところでござ

いますけれども、今後の課題としましては、先ほ

どから出ている、新しくなりました権利擁護の関

係とか、そういう面での部会等の立ち上げ、その

ようなものが必要かなというふうに感じておりま

す。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 那須塩原の地域自立支

援協議会、本人、家族が含まれているということ

は、ある意味先駆的なことなんですね、取り組み

としては。それで、ほかからもとても注目されて

いた自立支援協議会ですけれども、でも、今度総

合支援法になって、それに伴って今度自立支援協

議会をつくるということになったときには、部会

を設置しなきゃならないときには、那須塩原のつ

くり方の部会とはちょっと違ってくると思うんで

すね。地域移行部会とかサービス等利用計画評価

部会とか、権利擁護部会とか子どもの支援部会と

か、就労支援部会とか、さまざまなここで担わな

きゃならないものがありますけれども、ここら辺

のところは、もちろん先ほどの答弁のやりとりで

は認識していらっしゃいますよね。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 先ほど権利擁護だ

け申し上げましたけれども、必要に応じて、そう

いう関係の方にも入っていただいて、さらには、

その下部組織というんじゃないですけれども、実

務者レベルの部会等も設置をしてやっていく必要

があるというふうには感じております。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 就労支援なども、今度

は取り組まなければならない一番行政が弱いとこ

ろですけれども、それをさまざまな関係者と一緒

にしていくということになりますので、ぜひそう

いうものに対応できる自立支援協議会の設置と、

それで先ほど言った基幹型の相談支援センターの

改廃をしていただきたいというふうに思って、最

後の質問に移ります。 

  この質問、もう何人かが質問しましたので、特

に磯飛議員への答弁以上のものは出ないでしょう

けれども、何点か確認をさせていただきたいとい

うふうに思います。 

  まず、基本的にデマンド交通とデマンドタクシ
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ーということは、もちろん違うんだということの

認識はしておりますよね。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） デマンド交通とデ

マンドタクシーの違いというふうに今おっしゃら

れましたけれども、走る車がタクシー仕様なのか

という、タクシーといった場合には、ポイントか

らポイント、ピンポイントで動くということだと

思うんですけれども、デマンド交通といった場合

には、要するに需要に応じて走る。それがピンポ

イントの場合もあるし、路線の場合もあるしとい

うことで、今回については路線形式で、とりあえ

ず始まりたいというような考えです。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） タクシーが来るのはド

ア・ツー・ドアになるんだって、そこが大きいと

思いますので、その辺のところを、使う車両がど

うのこうのじゃなくて、ドア・ツー・ドアかどう

かという部分のところだということで、今後の検

討のときには十分に配慮していただきたいという

ふうに思います。 

  これは次は、予算と関係しているんですけれど

も、高齢者福祉費で、自立対策生活支援事業の扶

助費というのが、これに含まれているのが外出支

援タクシーの予算なんですけれども、平成24年度

の当初予算では、骨格的予算ということで減額さ

れちゃっておりました。でも、平成25年度では、

平成23年度と比較して事業内容は減っていますよ

ね、この事業、だけれども、額は23年度同等なん

ですけれども、外出支援タクシーの予算というの

はどのように計上されているんですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 予算関係の資料が

ちょっとお手元にないんで、細かい数字はちょっ

と申し上げられませんけれども、25年度の当初予

算のお話ですよね。25年度につきましては、この

間から出ておりますように半年分ということで、

その中ではタクシーの助成の費用については見込

んでおります。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） ということは、ほかの

事業の増額が大きかったんで、23年度と同額に近

いぐらいになっているという認識ですか。半分し

か計上してなかったんですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） ほかの事業費も入

っておりますので、ちょっとさっきも言いました

ように、ちょっと細かい数字がないもんですから

はっきり申し上げられませんけれども、今までも

とりあえず見込みで当然事業費のほうは要求をさ

せていただいて、査定を受けて、つけてあるとい

うことでございますが、その23年度の状況をちょ

っとお手元にないもんですから、申しわけござい

ません。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 結構です。常任委員会

でその辺は細かく聞かせていただきます。 

  ちょっと基本的なことをお聞きいたしますけれ

ども、この高齢者外出支援タクシー料金助成事業

というのは、介護保険で入れたのではなくて一般

財源で高齢者福祉事業として導入されたと思いま

すし、そういうふうに予算措置されています。そ

のときの導入された理由というのが、別に基本的

な導入の理由というのは、生きがいデイであって

も、この外出支援タクシーであっても、どうして

こういう高齢者福祉事業を始めたのかという、そ
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こをどういうふうに認識していますか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 在宅の高齢者に対

する福祉サービスという観点でございまして、住

みなれた地域で自立して、いつまでも生活できる

ようにという中の一つの施策というふうな考え方

でございます。 

  ただ、先ほども申し上げましたけれども、当初

この事業が仕組んだときには、あくまでもその閉

じこもり防止ですよということで、そちらがメー

ンであったというふうには聞いてございます。た

だ、それがずっと事業が実施される中で通院なり

の足がわりというふうな形の使い方になってきて

いたということは事実であるというふうに思って

おります。その足がわりということですと、別に

障害者、それから、重度の障害者については、別

な福祉タクシー券の制度がございます。当然、高

齢者の場合でもそちらに該当する方については、

そちらが優先というふうな形に当然なっておりま

すけれども、そういう状況でございます。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 閉じこもり防止とか以

前の問題で、介護保険導入のときには保険料を払

っても認定されなくては利用できない。だから、

この保険に反対だと言っていた人がとても多かっ

た時代だったんですね。そのときに別に外出支援

タクシーだけじゃなくて、生きがいデイも含めて

認定を受けてない元気な高齢者とか、あと、その

予防になるちょっと前の人でも使えるサービスは

ありますよって、だから、介護保険、一般財源で

それはやりますよということで導入したというこ

とでなんですけれども、そのときの導入する約束

としたものを、ただ、閉じこもり防止というふう

に小さくしないでいただきたいということを、１

つお伝えいたします。 

  それと、市民への今回説明責任が果たせないや

り方と、きょうの髙久議員へのものを聞いていた

ところは、将来への負担増を理由として正当化し

ようとしている。まるで脅しのようであったとい

うふう私は感じました。そこまで今年度廃止しな

くてはならないほど那須塩原の財政状況悪化して

いるんですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（渡邉泰之君） 先ほどの私の答弁を踏ま

えてのことだと思いますので、申し上げますと、

先ほど髙久議員に対してお答えしたもの、繰り返

しになりますけれども、今現在の財政状況は決し

て悪いものではないと思っておりますけれども、

将来のことを考えて我々は先々に手を打っていか

なければならないと考えているわけです。 

  先ほど人口問題研究所の2035年の那須塩原市の

人口について述べさせていただきましたけれども、

今から22年、23年後の話です。今、きょう生まれ

た子どもが社会人になるときに、我々はツケを与

えることになってはいけないと、要するに自分の

子どもであったり孫に対して、ある意味全部借金

を負わせている、そういう自覚を負いながら、そ

れであっても正当化しなければならないほどのも

のがあるのかと、それは今回のタクシー券の話だ

けではなくて、全ての分野について我々執行部の

ほうも真摯に考えていきたいと思っていますし、

議員の方々もぜひ同じような問題意識を共有して

いただければと考えております。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） せめて市民への説明と

か理解を得る期間がとれなかったのでしょうか、

今の状態は市民参画のもと、計画を立てています。

ですから、これを立てるものも市民参画で行って
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きています。審議会へ諮って意見を求めるという

ことが、なぜできなかったんでしょうか。昨年こ

れが事業計画として出されてきたのは、議会改革

の中で議会が議決したものでもあります。そうい

うことを思ったときに、これは議会軽視ではない

か。あと、昨今の政策プロセス、プラン・ドゥ

ー・チェック・アクションを無視した、新しい行

政運営のやり方にほど遠い、説明責任を果たして

いない。何でこんなことが今の時代に起きるのか

ということで、とても不思議です。さまざまな計

画を担当する企画部長、このやり方に対してどの

ようにお感じですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） 計画というところで、

一般論で申し上げますと、よく計画はどこまでい

っても計画でしかないというようなことも言われ

ることもございますけれども、計画は目的があっ

て策定されるということを勘案すれば、基本的に

計画に沿って行政運営が行われ、計画に示された

目標が達成されるところに意義があるんだろうと

いうふうに思っております。ただし、行政評価に

よりまして実施している事業に効果、成果があら

われないというような場合には、見直し、廃止と

いうのも選択肢にあってしかるべきであろうとい

うふうに思っていますし、当然ながら計画に想定

のないような特段の事案等の発生に対しましては、

柔軟な対応も必要であろうというふうに思ってい

ます。 

  また、先日の会派代表質問で吉成議員が触れて

おりましたが、首長のマニフェストと公約と総合

計画と既存の計画との整合性の問題等が最近、提

起されているところでございまして、特に数値目

標を掲げてのマニフェストの場合には、そのよう

なことが言えるということで、ほかの自治体にお

いては現在さまざまな検討が行われているところ

でございます。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 行政評価も受けていな

いし、実際にこれは高いサービスを望み、高い負

担をするかどうかも市民の判断、低い負担で低い

サービスを選択するのも市民の判断というふうに

言われていた介護保険のときに、保険料を税金を

どう判断するかということで、それで判断してき

たものです。それをこんなに急に何の説明責任も

果たさずにするということは、私は本当に市民に

対しても市民軽視であって、そして、それを議決

した議会軽視であるというふうに思います。それ

を怒らなきゃならないのは、本当は私たち議会な

のではないか、軽視されているということは議会

なのではないかというふうに私自身は感じます。 

  これで再質問自体は終わりますけれども、通告

しました大きなタイトル、市政運営に対して少し

意見を述べさせていただきます。 

  私は執行機関と妥協せず、二元代表制の市議と

して監視、牽制、批判機能を行使して、市民の立

場に立って、よりよい行政にしようと努力しまし

た。市民の満足の得られる行政とするには、道半

ばだと思っております。物事を決めるのは、国の

ように遠いところで決めるのではなく、市民に近

いところである市町村で決めるのが最善と思って

きました。ですから、市町村の職員には期待しま

した。職員の皆さん、これからの時代、市民に協

働のパートナーと認めてもらえるような仕事をし

てください。単純な多数決は決して成熟した民主

主義ではありませんので、数の力で押し切ること

なく、少数の意見にも配慮した民主的な行政を目

指してください。そして、国に依存することなく、

自治を確立してください。 
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  これからの地方自治体の運営は、市民参画のも

と、市民との協働が求められます。市民への説明

責任、市民参画に逆行するような運営がなされて

はいけません。那須塩原が後退することがないよ

うにお願いいたします。 

  昨年から那須塩原市を見ていまして、危惧する

ことが何点かあります。財政が厳しいからと小さ

な団体の補助金、交付金をカットする反面、突然

フランスに観光視察に予算を使う。弱気から取り

上げて、強気が使うと感じました。また、放射能

汚染の影響で不安を抱えている人の声には耳を傾

けず、アドバイザーの鈴木元さんのように大学の

先生の権威には耳を傾ける。小さき人の声は届か

ず、大きな人の意見には従うといった傾向がある

とも感じました。そして、市長の意見を牽制する

ことなく賛同する議員の意見は尊重し、二元代表

制の市町村議会の議員として監視、牽制、批判機

能を行使する議員の意見は軽視するようにも感じ

られました。 

  市町村は二元代表制をとっています。市長にお

かれましては、そのことを理解し、監視、牽制、

批判機能を行使する議員の意見にも真摯に耳を傾

けていただきたいと思います。そして、公平公正

と言える行政運営を心がけてください。 

  最後に、傍聴者の皆様、市政運営の監視を議会

に任せっ放しにしないためにも、今後も議会に最

大の関心を寄せてくださることをお願いいたしま

す。 

  以上で私の最後の一般質問といたします。 

○議長（君島一郎君） 以上で、16番、早乙女順子

君の市政一般質問は終了いたしました。 

  以上で、質問通告者の質問は全部終了いたしま

した。 

  市政一般質問を終わりたいと思いますが、ご異

議ございませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（君島一郎君） 異議なしと認めます。 

  市政一般質問を終わります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（君島一郎君） 以上で本日の議事日程は全

部終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ２時３６分 

 




